
令和5(2023)年3月

最終報告書

令和4年度
産業経済研究委託事業
(マクロ経済の状況を踏まえた業界横断的
課題の特定に関する調査・分析)
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1

背景及び
調査概要

背景（仕様書より抜粋）
• 世界経済が大きく変動する中、経済産業省として、マクロ経済政策をは
じめとした「経済政策全体の再構築」に取り組んでいくことが必要。その際、
複雑に連関する経済実態を踏まえれば、単に金融政策、財政フレーム
等といったマクロ政策だけではなく、資本市場、労働市場、産業構造論
や企業行動変革といったセミマクロ・ミクロ政策も踏まえた一体的な経済
政策パッケージの組成を志向すべき状況である。

上記の目的を踏まえ、本事業では以下の項目について調査、検討を実施
1. 「投資・賃上げ・イノベーションの好循環」の解明

– 好循環が起きた事例にはどのようなものがあるか？
– どのようなメカニズムで発生していたのか？

2. 「好循環」を取り巻く背景環境
– 「好循環」を起こす上でどのような投資を行っていくべきか？
– 「好循環」を特に国内で起こす上で着目すべき領域や
必要な環境はどのようなものか？
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本報告書の
構成

1. 「投資・賃上げ・イノベーションの好循環」の解明

2. 「好循環」を取り巻く背景環境

(1) 各国の投資動向
(2) 産業の移動・誘致に関する動向



3 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

本報告書の
構成

1. 「投資・賃上げ・イノベーションの好循環」の解明

2. 「好循環」を取り巻く背景環境

(1) 各国の投資動向
(2) 産業の移動・誘致に関する動向
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投資・賃上げ・イノベーションが循環、それが持続し「好循環」となるためには、
特に「需要創造的なイノベーション」を起こすことが肝となる

需要創造的なイノベーションを
通じ創造された需要が、
次の投資・賃上げを呼び込む

短中期の循環は可能だが、
持続は困難

投資
(設備/R&D/人的) 賃上げ

イノベーション
(需要創造的)

需要
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循環の起点、並びにイノベーションに繋がり「好循環」に至るかに応じて、
大きく4つのパターンが想定される

A 投資起点・イノベーションに至らず B 賃上げ起点・イノベーションに至らず

C 投資起点・イノベーション実現 D 賃上げ起点・イノベーション実現

投資
(設備/R&D/人的) 賃上げ

イノベーション
(需要創造的)

投資
(設備/R&D/人的) 賃上げ

イノベーション
(需要創造的)
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本事業では各国の産業政策を調査し、循環のパターンを踏まえた整理を行った

Source: BCG分析

⑥韓国賃上げ施策6

⑦ シンガポール賃上げ施策7

B 賃上げ起点・イノベーションに至らず

D 賃上げ起点・イノベーション実現

A 投資起点・イノベーションに至らず

C 投資起点・イノベーション実現

比較的直近の施策であり、明確な成否は今後要検証

① ドイツ "Industrie 4.0"

②米国シェールガス産業

1

2

③ タイ自動車産業

④ シリコンバレー

⑤ 韓国エンタメ産業

3

4

5
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国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

ドイツでは、政府が発表したIndustrie4.0によりイノベーション起点の好循環が発生
ドイツ・製造業事例 (Industrie 4.0) ('10年代-) : 概要

パターンの全体像

消費

3

国内外: 製品・サービス市場

投資増＝
需要増市場での供給・需要増加に伴う

企業の再投資

投資増に伴う
労働需要増

雇用・賃金増に伴う
消費性向の向上・消費増

消費増＝需要増

労働需要増に
伴う雇用・
賃金増

5

総供給

2

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

資金調達の
Availability

資本ストックの変化

4

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

人的投資

設備投資

R&D投資

将来への期待

投資の収益

A,B,C

D,E

スマートファクトリーを通じた
生産性向上に伴う利益率向上
/キャッシュ増に基づく再投資

政府の後押しによる投資の拡大

0
F

前提となる外部要因 (抜粋)

1

F

D

C

B

E

A

IoT等テクノロジー技術の進化

科学技術イノベーションの基本
政策「ドイツのハイテク戦略
2020」の導入(2010)

製造業を支える中小企業の
資金体力及びVCの少なさによ
る設備投資のハードルの高さ

少子高齢化による省人化の
ニーズ

移民による労働人口の増加

主要産業である製造業がアジ
ア等の他国に押されていること
への危機感

Source: デスクトップリサーチ;  BCG分析

1
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

国を挙げた政策で労働生産性が向上し、製造業従事者も下げ止まり
ドイツ・製造業事例 (Industrie 4.0) ('10年代-) : 詳細

Source: National Accounts - Domestic Product - First annual results - Fachserie 18 Reihe 1.1 - 2022: 2.5/2.13 (Statistisches Bundesamt); Digital Transformation Monitor Germany: Industrie 4.0 
January 2017 (European Commission)

パターンの全体像

消費

3

国内外: 製品・サービス市場

投資増＝
需要増市場での供給・需要増加に伴う

企業の再投資

投資増に伴う
労働需要増

雇用・賃金増に伴う
消費性向の向上・消費増

消費増＝需要増

労働需要増に
伴う雇用・
賃金増

5

総供給

2

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

資金調達の
Availability

資本ストックの変化

4

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価

消費性向

可処分
所得

人的投資

設備投資

R&D投資

将来への期待

投資の収益性

A,B,C

D,E

スマートファクトリーを通じた
生産性向上に伴う利益率向上
/キャッシュ増に基づく再投資

政府の後押しによる投資の拡大

0
F

前提となる外部要因 (抜粋)

F

D

C

B

E

A

IoT等テクノロジー技術の進化

科学技術イノベーションの基本
政策「ドイツのハイテク戦略
2020」の導入(2010)

製造業を支える中小企業の
資金体力及びVCの少なさによ
る設備投資のハードルの高さ

少子高齢化による省人化の
ニーズ

移民による労働人口の増加

主要産業である製造業がアジ
ア等の他国に押されていること
への危機感

1

政府が2億ユーロを拠出し、研究
開発費用の最大60%を補助

2011-22年で製造業
の労働生産性は全
産業平均の2.9%を
上回る7.6%の増加

減少基調だった製造業従事者数が
2011年以降は増加
• CAGR ('91年⇒'11年): -1.7%
• CAGR ('11年⇒'22年): +0.3%

1
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

https://www.destatis.de/EN/Themes/Economy/National-Accounts-Domestic-Product/Publications/Downloads-National-Accounts-Domestic-Product/national-accounts-first-results-xlsx-6480110.html
https://ati.ec.europa.eu/sites/default/files/2020-06/DTM_Industrie%204.0_DE.pdf
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参考) インダストリー4.0構想 (ドイツ) の概要
ドイツ・製造業事例 (Industrie 4.0) ('10年代-) : 概要

Source:  デスクトップリサーチ;  BCG分析

背景となった事情 プロジェクトの概要

製造業大国ドイツ2000年代に経済停滞を打開する成長戦
略を模索

• 冷戦終結後に政府による経済改革で発展を遂げたもの
の、2000年代後半に成長鈍化、頭打ちに

• 一方で労働者権の賃金は上昇し、経営を逼迫

競合国の成長に対する危機感
• 主力である製造業分野 (特に自動車産業) では
日本をはじめとするアジア諸国やアメリカが猛追

– トヨタ自動車がボトムアップ型のトヨタ生産方式を確
立し高生産性を実現

– アメリカでもトヨタ生産方式を再構築したリーン生産
方式が取り入れられる

急成長するIT産業への出遅れ
• アメリカを中心にネット関連企業が急激に台頭したが、ド
イツはこの流れに乗り遅れる

労働人口減少への危惧
• 少子高齢化による将来の労働力人口の減少に備え労
働力依存度の少ない製造体制に需要

2010年6月にドイツ連邦政府が「ハイテク戦略2020」を発表し、さらにその翌年「2020
年に向けたハイテク戦略の実行計画」の中で示された10施策の1つとして、「インダスト
リー4.0構想」を公表

インダストリー4.0とは"第4次産業革命"を表し、インターネットを活用することによる生産
システムのデジタル化・ネットワーキング化での新たな産業エコシステムの構築を企図

• 基盤となるのは生産プロセス全体をインターネットに繋ぐことによる"考える工場＝ス
マートファクトリー"を推進

• さらに工場・流通経路・小売店等関連施設全てをネットワークで繋ぐことで、顧客
の多様なニーズを管理し特注品を低コストで大量生産する「マス・カスタマイゼー
ション」を実現

設計原則は相互運用性、情報の透明性、技術的アシスト、分散的意思決定の4つ
であり、6つのテクノロジーが基盤となりサポート

• IoT、AI、セキュリティ、クラウド、エッジコンピューティング、デジタルツイン

産官学が連携してコンソーシアムを組むことで、協力してプロジェクトを推進しており、政
府が積極的に資本を導入

• 約2億ユーロが政府から拠出され、教育研究省(BMBF)や経済エネルギー省
(BMWi)が分配を決定

• 中小企業における研究開発費を最大60%補助

1
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA
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Industrie4.0発表後

参考) ドイツの製造業年間平均就業者数の推移
ドイツ・製造業事例 (Industrie 4.0) ('10年代-) : 詳細 (平均就業者数)

93.6 100.0

109.7

139.6

103.2

20001990 2010 2020 2030
90

100

120

140

110

130

全産業平均

製造業 (非建設)100.0

-1.7%

+0.3%

Source: National Accounts - Domestic Product - First annual results - Fachserie 18 Reihe 1.1 - 2022: 2.5 (Statistisches Bundesamt)

(2011年 = 100)

1
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

https://www.destatis.de/EN/Themes/Economy/National-Accounts-Domestic-Product/Publications/Downloads-National-Accounts-Domestic-Product/national-accounts-first-results-xlsx-6480110.html


11 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

Industrie4.0発表後

参考) ドイツと日本の製造業における平均賃金推移
ドイツ・製造業事例 (Industrie 4.0) ('10年代-) : 詳細 (平均賃金)

81.1

100.0

121.5

105.9
103.4

110

20102000 2015
80

2005 2020 2025

90

100

120

130

100.0

ドイツ

日本1)

1. 賃金構造基本統計調査におけるきまって支給する現金給与額の12ヵ月分に年間賞与その他特別給与額を加えて算出
Source: National Accounts - Domestic Product - First annual results - Fachserie 18 Reihe 1.1 - 2022: 2.17 (Statistisches Bundesamt); 賃金構造基本統計調査

1
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

(2011年 = 100)

https://www.destatis.de/EN/Themes/Economy/National-Accounts-Domestic-Product/Publications/Downloads-National-Accounts-Domestic-Product/national-accounts-first-results-xlsx-6480110.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450091&tstat=000001011429
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2015 2025

参考) ドイツの労働生産性推移 (産業別)
ドイツ・製造業事例 (Industrie 4.0) ('10年代-) : 詳細 (労働生産性)

80

120

90

2010

110

130

2020

100

102.9

その他

不動産

107.6

全産業平均

貿易/輸送/宿泊/食品サービス

金融・保険サービス

農林水産業

製造業 (非建設)

情報・通信

建設業

ビジネスサービス

公共サービス/教育/健康

Source: National Accounts - Domestic Product - First annual results - Fachserie 18 Reihe 1.1 - 2022: 2.13 (Statistisches Bundesamt)

1
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

(2011年 = 100)

https://www.destatis.de/EN/Themes/Economy/National-Accounts-Domestic-Product/Publications/Downloads-National-Accounts-Domestic-Product/national-accounts-first-results-xlsx-6480110.html
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国内: 家計の消費活動

消費

国内: 企業の雇用活動

4

国内: 企業の投資活動

米・シェールガス産業では、関連技術革新と大規模投資を起点に循環が発生
米国・シェールガス産業事例: 概要

前提となる外部要因 (抜粋)パターンの全体像

国内外: 製品・サービス市場
投資によるガス生産量の増加

投資増＝
需要増市場での供給・需要増加に伴う

企業の投資増加/ 再投資

投資増に伴う
労働需要増

雇用・賃金増に伴う
消費性向の向上・消費増

消費増＝需要増

労働需要増に
伴う雇用・
賃金増

採
掘
設
備
へ
の
積
極
投
資

総供給

3

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

5

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

人的投資

設備投資

R&D投資

B

B

1

6

A,C

0

2

B,C,D

E

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

B シェールガスの生産が本格化
していくことに伴い国内の天然
ガス価格が低下

C 国際的な天然ガス価格の
高騰

A 水平破砕や水平採掘の技法
や機械を発案とその後の技術
革新による採掘コストの低下

大手企業のシェールガス参入
やM&Aの実施

E 国内の天然ガスの低コスト化
を通じた関連商品の国内
物価水準低下

D

Source: デスクトップリサーチ;  BCG分析

2
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA
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国内外: 製品・サービス市場

国内: 企業の投資活動 国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動

採掘自体の産業のみならず、安価な天然ガス供給を通じ化学産業へも循環が波及中
米国・シェールガス産業事例: 詳細

前提となる外部要因 (抜粋)パターンの全体像

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

物価 (税後)

消費性向

可処分所得

B

B

A,C

B,C,D

E

消費

4

市場での供給・需要増加に伴う
企業の投資増加/ 再投資

投資増に伴う
労働需要増

消費増＝需要増

労働需要増に
伴う雇用・
賃金増

採
掘
設
備
へ
の
積
極
投
資

3

企業投資

国内総需要国外総需要

5雇用・賃金

人的投資

設備投資

R&D投資

6

0

2

総供給

B シェールガスの生産が本格化
していくことに伴い国内の天然
ガス価格が低下

C 国際的な天然ガス価格の
高騰

A 水平破砕や水平採掘の技法
や機械を発案とその後の技術
革新による採掘コストの低下

大手企業のシェールガス参入
やM&Aの実施

E 天然ガスの低コスト化に伴う
石油/天然ガス関連商品の
物価水準低下

D

総需要

投資増＝
需要増

1 投資によるガス生産量の増加

雇用・賃金増に伴う
消費性向の向上・消費増

シェールガスへの設備投
資は2005年は約10億ド
ルに満たない金額だが、
2014年には約140億ドル
まで増加

安価な天然ガス供給により化学産業では2010年
-22年で351のプロジェクトが発表、投資額は合計
で約2,080億ドル

2005年-22年で全米の
シェールガスの生産量は
約20倍に成長
• 1日あたり約40億立方

フィート⇒約800億立方
フィート

2005年-12年でシェールガス・オイル関連の雇用が約72.5万人増加し、
失業率を0.5%引き下げ
ノースダコタ州では石油・ガス産業の成長により'11-12年に個人所得の増
加(+15.2%)が全米最高で、失業率は全米最低の割合を記録

Source: Rystad Energy; US Chemical Industry Investment Linked to Shale Gas Tops $200 Billion (ACC); Natural gas explained-Where our natural gas comes from (EIA); Feyrer, James and Mansur, Erin T. and 
Sacerdote, Bruce, Geographic Dispersion of Economic Shocks: Evidence from the Fracking Revolution (October 2015). NBER Working Paper No.w21624; SAINC1 State annual personal income summary: personal 
income, population, per capita personal income (BEA); REGIONAL AND STATE UNEMPLOYMENT — 2013 ANNUAL AVERAGES (BLS);  デスクトップリサーチよりBCG作成;

2
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

https://www.ft.com/content/84e228a9-9e97-4445-9527-2b7ed80283a7
https://www.americanchemistry.com/chemistry-in-america/news-trends/press-release/2022/us-chemical-industry-investment-linked-to-shale-gas-tops-200-billion
https://www.eia.gov/energyexplained/natural-gas/where-our-natural-gas-comes-from.php
https://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=2672738
https://apps.bea.gov/iTable/?reqid=70&step=30&isuri=1&major_area=0&area=xx&year=2018,2017,2016,2015,2014,2013,2012,2011,2010,2009,2008,2007,2006,2005,2004,2003,2002,2001,2000,1999,1998,1997,1996&tableid=21&category=421&area_type=0&year_end=-1&classification=non-industry&state=0&statistic=3&yearbegin=-1&unit_of_measure=levels
https://www.bls.gov/news.release/archives/srgune_02282014.pdf
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Note: シェール以外の石油・ガス企業も対象になっていることに留意
Source: How subsidies aided the US shale oil and gas boom (Stockholm Environment Institute)よりBCG作成;

項目 内容

G&G費用の償却期間の短縮 新規の石油・ガスの探鉱で発生する地質・地球物理学的費用 (G&G費用) について、2004年以前はそ
れぞれの耐用年数で償却していたが、独立系企業では2005年以降コストが発生した年と翌年の2年間
で償却可能となり、税負担が軽減

IDCの費用化 残存価値のない掘削費用 (IDC: Intangible Drilling Costs) について独立系企業は全額費用として
即時控除でき、その他企業はIDCの70%を即時控除し、残額を5年償却で処理可能
• 独立系企業は小売売上高が500万ドル未満または原油精製が1日平均75,000バレル未満の企業
• 独立系企業は過去20年間で石油・ガスの80％から90％を開発・生産してきたため、ほとんどの採掘
活動がIDCの対象

パーセンテージ・ディプリーション 独立系企業は1日1,000バレルまで石油・ガス生産量の総額の15％を税金から控除可能
• 実際に発生した資本コスト以上のレベルに引き上げることで控除額を全体として底上げ
• パーセンテージ・ディプリーションの使用には制限が設けられたが、未だ重要度は高い

2

参考) シェール関連企業への減税施策
米国・シェールガス産業事例: 詳細

投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

https://www.sei.org/wp-content/uploads/2021/06/how-subsidies-aided-the-us-shale-oil-and-gas-boom.pdf
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参考) 米国のシェールガス生産量推移 (地域別)
米国・シェールガス産業事例: 詳細 (生産量)

Source: Natural gas explained-Where our natural gas comes from (EIA)

(億立方フィート/日)
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2
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

https://www.eia.gov/energyexplained/natural-gas/where-our-natural-gas-comes-from.php
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参考) アメリカにおける2013年の平均失業率 (州別)
米国・シェールガス産業事例: 詳細 (失業率)
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2
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

https://www.bls.gov/news.release/archives/srgune_02282014.pdf
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参考) アメリカにおける2011-12年の個人所得の伸び率 (州別)
米国・シェールガス産業事例: 詳細 (個人所得)
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2
投資起点・イノベーション成否は今後要検証CA

(%)

https://apps.bea.gov/iTable/?reqid=70&step=30&isuri=1&major_area=0&area=xx&year=2018,2017,2016,2015,2014,2013,2012,2011,2010,2009,2008,2007,2006,2005,2004,2003,2002,2001,2000,1999,1998,1997,1996&tableid=21&category=421&area_type=0&year_end=-1&classification=non-industry&state=0&statistic=3&yearbegin=-1&unit_of_measure=levels
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国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

タイは、日・欧米の対内投資をテコとし、完成車輸出産業での好循環を実現
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細

パターンの全体像

国内外: 製品・サービス市場

投資増＝
需要増

資本ストックの変化
(老朽化等)

物価 (税後)

XX
国内総需要国外総需要

総需要

自動車関連の
雇用が増加

5

関連工場の増加の他、
関連産業にも投資が波及

2000年代に入り、
自動車輸出が急拡大

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

A-E,G

消費

消費性向

可処分所得

4

総供給

3

企業投資
0

労働需要

人的投資

設備投資

R&D投資

自動車産業での
需要が増加

1

雇用・賃金

1950年代後半から海外自動車メーカーの
受入による産業形成が進む
さらに90年代末から輸出向け生産に転換

2

消費増＝需要増

近年では政府支援の下、各国自動車メーカーが
次世代自動車生産に向けた動きを活発化

雇用・賃金増に伴う
消費増

A-E,G

A-E,G

6

前提となる外部要因 (抜粋)

C

D

A

B

F

E

G

保護育成政策から自由化政
策への転換(1990年代~)1

通貨危機(1997年)に伴う輸
出への転換圧力

プラザ合意(1985年)による円
高による日系企業の投資増

日本からの資金援助等をテコと
した、'80年代後半からの積極
的インフラ投資

大学・関連機関での自動車・
機械工学プログラムを通じた人
材育成の取組み

「タイ自動車マスタープラン」
('02年より5か年毎に策定する
産業開発計画)策定等のの継
続的な国家支援

政府によるEV等の「次世代自
動車」の産業振興へのコミット2

1. 輸出禁止の解禁、最終組立・部品メーカーの無制限外資所有の認可、現地調達規制撤廃等;2.中長期経済開発計画「タイランド4.0」 で重点産業と設定、'20年にはASEANのをEV生産のハブになる目標を提唱
Source: デスクトップリサーチ;  BCG分析

投資起点・イノベーション実現C
3

労働供給

F

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

現在は政府支援の下、次世代自動車生産に向けた再投資が進む
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細

前提となる外部要因 (抜粋)パターンの全体像

1. 引用データは、ADBにより、"Thailand's Automotive Manufactur ing Corr idor"の題名で発表された論文のTable10,11 (p.17.18) のタイのNational Statistical OfficeのIndustr ial Censusに基づき作成) をベースに算出したもの(詳細はSourceを確認のこと)。 なお、翻
訳の品質及び原文との整合性は、翻訳者が一手に責任を負うものであり、英語原文が唯一の公式版であることを留意のこと。また、述べられている見解は著者のものであり、必ずしもADBやその理事会、または彼らが代表する政府の見解や方針を反映したものではない。ADBは、
この著作物を支持するものではなく、本書に含まれるデータの正確性を保証するものでもなく、その使用によるいかなる結果に対しても責任を負うものではない点留意のこと; 2. UN Comrade Databaseよりデータ取得・分析; 3. 輸出禁止の解禁、最終組立・部品メーカーの無
制限外資所有の認可、現地調達規制撤廃等;4.中長期経済開発計画「タイランド4.0」 で重点産業と設定、'20年にはASEANのをEV生産のハブになる目標を提唱
Source: P.Warr and A. Kohpaiboon. Thailand's Automotive Manufactur ing Corr idor. Manila: ADB. © ADB https://www.adb.org/sites/default/files/publication/411926/ewp-519-thai land-automotive-manufactur ingc-corr idor.pdf CC-BY 3.0 
IGO.; United Nations Comrade Database;  デスクトップリサーチよりBCG作成

国内外: 製品・サービス市場

投資増＝
需要増

資本ストックの変化
(老朽化等)

物価 (税後)

H,I

XX
国内総需要国外総需要

総需要

自動車関連の
雇用が増加

5

最終組立・部品工場の他、
関連産業にも投資が波及 2000年代に入り、

自動車輸出が急拡大

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

A-E,G

消費

消費性向

可処分所得

4

総供給

3

企業投資
0 労働供給

労働需要

人的投資

設備投資

R&D投資

自動車産業の従事者数は
全産業平均を上回る伸びを
記録

自動車産業での
需要が増加

1

雇用・賃金

1950年代後半から海外自動車メーカー
の受入による産業形成が進む
さらに90年代末から輸出向け生産に転換

'00-'10年で輸出額は約31倍に急増2)

• '00時点:約220M USD
• '10時点: 約7,028M USD

2

消費増＝需要増

• '96からの10年間で最終組立・

部品工場ともに倍増。現地資
本の企業も増加1)

– '96年:252工場→'06年:553

工場
– 301の増加分のうち、75％

(226工場) は現地企業所有

各国自動車メーカーが同国にお
けるEV等の生産を検討・表明

•日: トヨタ、日産、ホンダ、三
菱

•独:BMW、メルセデスベンツ
•中: SAIC, BYD

•台湾: 鴻海 等

アジア通貨危機を受け、
進出済み企業が国内市
場から輸出向けの製造に
シフト

近年では政府支援の下、各国自動車メーカーが
次世代自動車生産に向けた動きを活発化

雇用・賃金増に伴う
消費増

A-E,G

A-E,G

6

F

C

D

A

B

F

E

G

保護育成政策から自由化政
策への転換(1990年代~)3)

通貨危機(1997年)に伴う輸
出への転換圧力

プラザ合意(1985年)による円
高による日系企業の投資増

日本からの資金援助等をテコと
した、'80年代後半からの積極
的インフラ投資

大学・関連機関での自動車・
機械工学プログラムを通じた人
材育成の取組み

「タイ自動車マスタープラン」
('02年より5か年毎に策定する
産業開発計画)策定等のの継
続的な国家支援

政府によるEV等の「次世代自
動車」の産業振興へのコミット4)

投資起点・イノベーション実現C
3

https://www.adb.org/sites/default/files/publication/411926/ewp-519-thailand-automotive-manufacturingc-corridor.pdf
https://comtrade.un.org/data
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参考) 自動車輸出は90年代末より急成長、近年では全輸出額の4-6%を構成
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細 (タイの自動車1輸出額)

8

6

4,000

2,000

6,000

0

2

8,000

0

12,000

4

10,000

2010

(million USD) (%)

52

1990

7,028

2015 2020

10,616

220

2000 20051995

31倍

全輸出額に占める割合(右軸)乗用車(バスを除く)の輸出額(左軸)

1. バスを除く乗用車
Source: UN Comrade Database; BCG分析

投資起点・イノベーション実現C
3

https://comtrade.un.org/data
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参考) タイにおける自動車輸出の伸びは競合である尼・馬を凌駕
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細 (自動車1)輸出額 - 競合との比較)

0

4,000

12,000

8,000

32

(M USD)

1990 20151995

220

2000 2005

7,028

2010 2020

10,616

4,000

0

8,000

12,000

(M USD)

3,359

7

1990 1995

7

2000 2005 2010 2015 2020

1,027

12,000

4,000

0

8,000

(M USD)

92

1990

76

1995 2000 2005 2010

232

2015 2020

363

• インドネシア・マレーシアはタイと同様国家的な自動車政策に力を入れており、潜在的な競争相手であった
• しかし、タイで行われた重要な規制緩和(①外資規制と②現地調達の義務化の撤廃)を行わなかったために、この輸出ブームを享受することはできなかった

- P. Warr (オーストラリア国立大学名誉教授[当時]), A. Kohpaiboon (タマサート大学准教授[当時])

1. バスを除く乗用車
Note: 引用されているコメントは、ADBにより、"Thailand's Automotive Manufacturing Corridor"の題名で発表された論文のp.26を抜粋・引用・翻訳したものであり、翻訳の品質及び原文との整合性は本レポート作成
者に責があり、公式版は英語原文のみ
Source: United Nations Comrade Database; P.Warr and A. Kohpaiboon. Thailand's Automotive Manufacturing Corridor ADB Economics Working Paper Series. Manila: ADB. © ADB 
https://www.adb.org/sites/default/files/publication/411926/ewp-519-thailand-automotive-manufacturingc-corridor.pdf CC-BY 3.0 IGO; BCG分析

投資起点・イノベーション実現C
3

タイ インドネシア マレーシア

https://comtrade.un.org/data
https://www.adb.org/sites/default/files/publication/411926/ewp-519-thailand-automotive-manufacturingc-corridor.pdf
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参考) 工場数は1996-2006年で最終組立・部品合わせ倍増; 現地資本の企業も増加
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細 (タイ国内の最終組立工場・部品供給工場数の推移)

133
144

365

600

0

200

400
現地企業

外資系企業

203

59

(工場数)

498

34 39

0

50

100

(工場数)

49

15 外資系企業16

現地企業

55

最終組立工場
(拠点数)

部品工場
(拠点数)

1996 2006

合計: 252工場 合計: 553工場

Note:  引用データは、ADBにより、"Thailand's Automotive Manufacturing Corridor"の題名で発表された論文のTable10,11 (p.17.18) のタイのNational Statistical OfficeのIndustrial Censusに基づき作成) を基に作成。翻訳の品質及
び原文との整合性は本レポート作成者に責があり、公式版は英語原文のみ。また、述べられている見解は本レポート作成者のものであり、必ずしもADBやその理事会、または彼らが代表する政府の見解や方針を反映したものではない。ADBは、この
著作物を支持するものではなく、本書に含まれるデータの正確性を保証するものでもなく、その使用によるいかなる結果に対しても責任を負うものではない;
Source: P.Warr and A. Kohpaiboon. Thailand's Automotive Manufacturing Corridor. Manila: ADB. © ADB https://www.adb.org/sites/default/files/publication/411926/ewp-519-thailand-automotive-
manufacturingc-corridor.pdf CC-BY 3.0 IGO; BCG分析

投資起点・イノベーション実現C
3

https://www.adb.org/sites/default/files/publication/411926/ewp-519-thailand-automotive-manufacturingc-corridor.pdf
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参考) タイの自動車産業の労働者の伸びは全産業を上回る水準
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細 (タイにおける自動車産業・全産業の労働者数)

1. 無給の家族従業員を含む
Source: Thailand's Automotive Industry (Thailand Board of Investment);  Number of employed persons classified by work status (Bank of Thailand); BCG分析

0

100

50

20132012 20142010 2011 2015

48 50 55 59 63 67
+7%

0

2,000

4,000
3,8463,804 3,894 3,891 3,808 3,802

0%

自動車産業の
労働者数
(万人)

タイ全体の
就業者数
(万人)1

投資起点・イノベーション実現C
3

https://www.boi.go.th/upload/content/BOI-brochure%202015-automotive-20150325_70298.pdf
https://www.bot.or.th/App/BTWS_STAT/statistics/ReportPage.aspx?reportID=627&language=eng


25 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

Source: デスクトップリサーチ; BCG分析

参考) 近年、各国自動車メーカーがタイでの次世代自動車生産に向けた動きを活発化
タイ・自動車産業 ('90年末-) 事例: 詳細 (近年のタイにおける各国自動車メーカーの動き[報道抜粋])

トヨタ自動車

2023年にタイでのEV車生産を発表 (2022年報道)
• 併せて新たな電池工場も建設し、同年に稼働させる計画

EVメーカーであるBYDが初の完成車海外工場をタイに建設することを発表(2022年報道)
• 2024年に操業開始、年間15万台生産を予定。タイ国内及び近隣諸国向けの出荷を計画

2023年にタイでのEV生産・販売を予定 (2022年報道); またタイ石油公社等と協力し、FCV車の実証実験も進める
(2022年報道)

• 2022年11月には同国初の水素ステーションを設置

2022年にタイ国内生産のEVを発表

タイ国内でのEV製造を検討していると報道あり (2022年報道)

2024年以降に軽自動車サイズの商用EVの生産を予定 (2022年報道)

タイ石油公社(PTT)と合弁でEVの2024年生産開始を発表 (2022年報道)
• タイ東部に年産5万台の工場を建設し、'30年までに年産15万台に増強予定

タイをEV生産・輸出拠点とする計画を進めるとの報道あり(2021年報道)

2023年中にタイで量産EVの生産・販売を計画 (2022年報道)

企業名 概要

投資起点・イノベーション実現C
3

日産自動車

本田技研工業

三菱自動車

Mercedes-Benz

BMW

SAIC Motor

BYD

Foxconn



26 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

シリコンバレーでは、スタートアップのイノベーションを起点に好循環が発生
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代) 事例: 概要

前提となる外部要因 (抜粋)パターンの全体像

国内外: 製品・サービス市場

スタートアップのイノベーションにより
新商品・サービス市場が創出

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

物価 (税後)

消費性向

可処分所得

A,B,F

1

B ERISA法による年金基金に対
する分散投資の奨励と運用
受託者責任の強化(1974)と
その後の緩和による年金基金
のハイリスク投資解禁(1979) 

C 歳入法によりキャピタルゲイン
税率の引き下げ(1978)

A 中小企業投資法が制定され、
スタートアップ企業やスタート
アップ企業向け投資に対する
税制面を優遇(1958)

D 中小企業投資促進法の導入
により、LPの報酬規制の適応
場外等柔軟な収益分配方式
が実現(1980)

E 新産業に求められる学問領域
に近隣大学が先進的に進出

F スタートアップ企業出身者がベ
ンチャーキャピタリストとして独
立してスタートアップを支援

E E

C,D

消費

5

投資増＝
需要増市場での供給・需要増加に伴う

企業の投資増加/ 再投資

投資増・企業増に
伴う労働需要増

消費増＝需要増

労働需要増に
伴う雇用・
賃金増

3

規
制
緩
和
に
よ
る

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
投
資
の
急
拡
大

総供給

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

6雇用・賃金

人的投資

設備投資

R&D投資

7

0

4

2
スタートアップによる
新商品・サービス市場が
消費性向を向上

Source: デスクトップリサーチ;  BCG分析

投資起点・イノベーション実現C
4

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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国内: 企業の投資活動

国内外: 製品・サービス市場

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動

規制緩和によるVCを通じたスタートアップ支援強化がイノベーション創出に貢献
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代 )事例: 詳細

前提となる外部要因 (抜粋)パターンの全体像

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

A,B,F

B

A

E

F

E
E

C,D

1. シリコンバレーのデータとしてSan Jose-Sunnyvale-Santa Claraの統計を利用
Source: The Economic Importance of Venture Capital-Backed Companies to the U.S. Economy; San Jose-Sunnyvale-Santa Clara MSA vs. California Comparative Trends Report; Bay Area 
Census; countryeconomy.com (California); countryeconomy.com (USA);  デスクトップリサーチよりBCG作成

スタートアップのイノベーションにより
新商品・サービス市場が創出1

消費

5

投資増＝
需要増市場での供給・需要増加に伴う

企業の投資増加/ 再投資

投資増・企業増に
伴う労働需要増

雇用・賃金増
に伴う消費性向の
向上・消費増

消費増＝需要増

労働需要増に
伴う雇用・
賃金増

3

規
制
緩
和
に
よ
る

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
投
資
の
急
拡
大

総供給

国内総需要国外総需要

総需要

6雇用・賃金

人的投資

設備投資

R&D投資

7

0

4

2
スタートアップによる
新商品・サービス市場が
消費性向を向上

1985年時点で290を超
えるVCが存在し、投資
件数は1970年の116社
から1985年の1,174社と
なり10倍に増加

1970年-90年のシリコンバレー1)の賃金の伸びは全米の
16%を上回る27%成長
サンタクララの人口は1970年-90年で41%増加し、アジア
系の構成比が3%から18%になる等人口流入が加速

シリコンバレーの成長が寄与(仮
説)することで、1970年-90年の
カリフォルニア州のGDPは全米の
5.6倍を上回る6.9倍に成長

C

D

ERISA法による年金基金に対
する分散投資の奨励と運用
受託者責任の強化(1974)と
その後の緩和による年金基金
のハイリスク投資解禁(1979) 

歳入法によりキャピタルゲイン
税率の引き下げ(1978)

中小企業投資法が制定され、
スタートアップ企業やスタート
アップ企業向け投資に対する
税制面を優遇(1958)

中小企業投資促進法の導入
により、LPの報酬規制の適応
場外等柔軟な収益分配方式
が実現(1980)

新産業に求められる学問領域
に近隣大学が先進的に進出

スタートアップ企業出身者がベ
ンチャーキャピタリストとして独
立してスタートアップを支援

投資起点・イノベーション実現C
4

企業投資

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

https://reseaucapital.com/wp-content/uploads/2020/06/nvca_venture_impact_5th_ed.pdf
https://california.reaproject.org/analysis/comparative-trends-analysis/average_earnings_per_job/reports/94250000/60000/
http://www.bayareacensus.ca.gov/counties/SantaClaraCounty70.htm
https://countryeconomy.com/gdp/usa-states/california
https://countryeconomy.com/gdp/usa
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Source: シリコンバレーのベンチャーエコシステムの発展:「システム」としての包括的理解を目指して (岸本千佳司)、米国シリコンバレーの発展 (芦原一弥)、アメリカにおけるベンチャーキャピタルの投資行動に関する一考察 : 
投資の後期化に関するBygrave and Timmonsの所説の検討 (小樋昌孝)、よりBCG作成

時期 規制緩和の概要関連する法律

1958年 中小企業投資法 政府と民間の共同出資で「中小企業投資公社(SBIC) 」が設立可能となったことで、1970
年代にリミテッド・パートナーシップが一般化するまで重要なVC投資形態に

1974年 ERISA法 (従業員退職所得保障法) 年金基金に対する分散投資の奨励と、運用受託者責任の強化により、年金基金による
VC投資のハードルが下がる

1982年 スモール・ビジネス・イノベーション
開発法

連邦政府の外部委託研究費の一定割合をスモールビジネスに拠出することを義務付け
選抜者には賞金を与える制度を創設し、科学研究者のテックベンチャー起業を支援

1978年 内国歳入法 キャピタルゲイン課税の最高税率を49.5%から28.0%に引き下げ、さらに3年後には20.0%に
引き下げることにより、スタートアップへの投資のインセンティブが増大

1979年 ERISA法 プルーデントマンルールの緩和により年金基金のハイリスク投資が可能となり、年金基金は
VCファンド最大の資金源に

1980年 中小企業投資促進法 リミテッド・パートナーシップにおける報酬規制の適用除外が明文化されることにより、柔軟な
収益分配方式が可能に

投資起点・イノベーション実現C
4

参考) スタートアップ投資への規制緩和施策の概要
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代) 事例: 詳細 (規制緩和)

http://shiten.agi.or.jp/shiten/201812/shiten201812_48_73.pdf
https://www.yu-cho-f.jp/research/old/pri/reserch/monthly/2002/165-h14.06/165-topics2.pdf
https://api.lib.kyushu-u.ac.jp/opac_download_md/3000459/p019.pdf
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参考) シリコンバレーの1人あたり賃金推移
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代) 事例: 詳細 (1人あたり賃金)

1. シリコンバレーのデータとしてSan Jose-Sunnyvale-Santa Claraの統計を利用
Source: San Jose-Sunnyvale-Santa Clara MSA vs. California Comparative Trends Report

36,328 42,066

61,42243,788

55,609

153,432

1960 20201980 2000 2040

100,000

0

50,000

150,000

200,000

カリフォルニア州

46,546

全米

41,373

シリコンバレー1)

76,070+15.8%

+27.0%

+175.9%

+46.0%

(USD)

投資起点・イノベーション実現C
4

https://california.reaproject.org/analysis/comparative-trends-analysis/average_earnings_per_job/reports/94250000/60000/
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参考) サンタクララの人口とアジア系構成比推移
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代) 事例: 詳細 (人口)

Source: Bay Area Census

2.9

7.9

17.5

25.6

32.0

0

500 10

2,000

1,000

1,500

40

20

0

30

1970 1980 1990 2000 2010

1,782

1,065

1,683

1,295

1,498

+40.7%

人口 (右軸) アジア系構成比 (左軸)
(千人) (％)

投資起点・イノベーション実現C
4

http://www.bayareacensus.ca.gov/counties/SantaClaraCounty70.htm
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参考) カリフォルニア州のGDP推移
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代) 事例: 詳細 (GDP)

Source: countryeconomy.com (California); countryeconomy.com (USA)

293

691

1,212

100
556

955

1,402

1,962

200019901970
0

20201980 2010 2030

1,000

3,000

2,000

4,000

全米

カリフォルニア州

266

1,745

2,697

(1970=100)

投資起点・イノベーション実現C
4

https://countryeconomy.com/gdp/usa-states/california
https://countryeconomy.com/gdp/usa
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参考) 米国におけるVCの投資件数/投資額の推移
米国・シリコンバレー ('70年代-'80年代) 事例: 詳細 (VC投資件数/投資額)

0.1

0.5

2.6

116

1,174

1,036

4 1,500

0

1,000

500

0

1

2

3

386

1970 1975 1980

2.6

19901985

投資件数 (右軸)

投資額 (左軸)

(10億米ドル) (社)

Source: The Economic Importance of Venture Capital-Backed Companies to the U.S. Economy

N/A

投資起点・イノベーション実現C
4

https://reseaucapital.com/wp-content/uploads/2020/06/nvca_venture_impact_5th_ed.pdf
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消費増=需要増

投資増=

需要増

国内外: 製品・サービス市場

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

韓国コンテンツ産業では、早期・継続的な政府イニシアティブにより好循環が発生
韓国・コンテンツ産業事例: 概要

消費

2

パターンの全体像

1.Graduate School of Culture Technology。企画・技術・経営分野の統合的能力を備えた専門人材を輩出する専門機関が存在しないとの問題意識から、文化技術大学院がKAISTに設立
Source: デスクトップリサーチ;  BCG分析

4
総供給

1

0

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

企業投資

人的投資

設備投資

R&D投資
3

1'

2'

市場での供給・需要増加
に伴う企業の投資増加
(再投資)

前提となる外部要因 (抜粋)

A-B C,D

人材の需要増

賃金増に伴う消費性向向上
・消費増

1990年末からの
政府のコンテンツ予算の拡大

国内での消費性向の増加

需要増に伴う
賃金増

A-B

A-B

C,D

海外市場の開拓等
による売上高の継続的増加

A 金大中大統領[当時]の「文
化大統領宣言」 (1998年)

にはじまる政府イニシアティブ

B '90年末からの政府のコンテン
ツ産業関連予算の拡充

政府による人材育成支援
(「文化コンテンツ人材養成総合
計画」 (2003年)等での必要
人材の将来需給の分析、さらに
高度専門人材育成を目標とした
機関設立の取組み等1)

C

「コンテンツ産業振興院」等を
通じたコンテンツ企業への包括
的支援(海外進出支援の他、
政策支援、人材養成、先進
技術の開発・融合の支援等を
含む)

D

投資起点・イノベーション実現C
5

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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消費増=需要増

投資増=

需要増

国内外: 製品・サービス市場

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

政府はコンテンツ産業の政府予算拡充に加え、人材育成等の包括支援通じ産業を成長
韓国・コンテンツ産業事例: 詳細

消費

2

パターンの全体像

1. Sourceのコンテンツ産業統計調査を複数年度分組み合わせて算出;  2. 1ウォン=0.1円で換算;  3. 1ドル=130円で換算; 4. KAISTに設置されたGraduate School of Culture Technology。企画・技術・経営分
野の統合的能力を備えた専門人材を輩出する専門機関が存在しないとの問題意識から設立。
Source: デスクトップリサーチ; コンテンツ産業統計 (2012・2014・2015・2019・2020, Korea Creative Content Agency); BCG分析

4
総供給

1

0

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

企業投資

人的投資

設備投資

R&D投資
3

1'

2'

市場での供給・需要増加
に伴う企業の投資増加
(再投資)

前提となる外部要因 (抜粋)

A,B C,D

売上高は'05-20年で年5.5%成長1)

• 約5.7兆円→約12.8兆円2

輸出額は同期間で年15.9%成長1)

• 約0.2兆円→約1.6兆円3

付加価値額は'05-'20で年6.1%増、
うちGDPに占める割合も堅調に推移
('05年: 2.4％→'20年:2.6%)

近年ゲーム産業で、好業績による年棒増の他、
有望人材の確保に向けた初任給増等の拡充
の動きあり
•コンテンツ産業の雇用は経済全体と同水準の
増加 (2005-19でCAGR 1.2%1))

人材の需要増

賃金増に伴う消費性向向上
・消費増

1990年末からの
政府のコンテンツ予算の拡大

国内での消費性向の増加

需要増に伴う
賃金増

A,B

A,B

C,D

海外市場の開拓等
による売上高の継続的増加

2005年の人材需給予測では、
成長領域おける人材供給不足・
需給ギャップ拡大を予測

• 主に音楽、ゲーム、放送

A 金大中大統領[当時]の「文
化大統領宣言」 (1998年)

にはじまる政府イニシアティブ

B '90年末からの政府のコンテン
ツ産業関連予算の拡充

C

「コンテンツ産業振興院」等を
通じたコンテンツ企業への包括
的支援(海外進出支援の他、
政策支援、人材養成、先進
技術の開発・融合の支援等を
含む)

D

投資起点・イノベーション実現C
5

政府による人材育成支援
(「文化コンテンツ人材養成総合
計画」 (2003年)等での必要
人材の将来需給の分析、さらに
高度専門人材育成を目標とした
機関設立の取組み等1)

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

https://www.kocca.kr/kocca/bbs/list/B0158948.do?menuNo=204156
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参考) 政府は「コンテンツ振興院」を拠点に、多角的な産業振興の支援に取り組む
韓国・コンテンツ産業事例: 詳細 (政府の産業振興の取組み例)

Note: 2023年2月時点の情報
Source: デスクトップリサーチ;  Korea Creative Content Agency (KOCCA);  BCG分析

概要 業務内容

設立の背景・
目的

• 2009年5月、コンテンツの全分野を総合した総括
振興機関として設立

– 過去に設立していた各種組織(韓国映像産
業振興院、韓国文化コンテンツ振興院、韓
国ゲーム産業振興院、文化コンテンツセンター、
韓国ソフトウェア振興院、デジタルコンテンツ事
業団)を統合

• 「世界5大コンテンツ大国」の実現を目指す

海外拠点 • アジア・北米・欧州・中東に在外拠点オフィスを
設置

– 米国
– 中国(北京・深圳)
– 日本
– フランス
– インドネシア
– ベトナム
– UAE

• 国際ゲーム展示(G-STAR)の開催
• 国際コンテンツ見本市の開催
• キャラクターライセンシングフェアの開催
• 海外展示マーケットへの参加サポート

海外進出
サポート

CT(文化技術)

融合コンテンツ
推進支援

• R&D成果物の産業利用拡大・技術移転促進
• 3D立体映像革新技術の開発
• コンテンツ産業の商用化技術開発支援
• 新規メディアとの連携制作支援

人材養成 • ストーリ創作センターの運営
• 専門人材育成に向けた大学・教育機関の支援
• 産業をリードする人材発掘

施設の構築/
運営

• 独立系企業の政策インフラ構築支援
• 文化産業集積施設の運営

制作サポート • 戦略市場(米国・中国等)での商機のあるコンテン
ツの発掘・制作サポート

• 海外市場進出可能な放送コンテンツの制作支援
• 企画マンガの発掘・制作支援
• オンラインゲームの海外への直接サービス展開に向
けたインフラ・マーケティング支援

投資起点・イノベーション実現C
5

https://www.kocca.kr/jp/main.do
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参考) 韓国コンテンツ産業の雇用は全産業と同水準で増加
韓国・コンテンツ産業事例: 詳細 (従事者推移)
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1.1

7.7

9.5
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0.4

3.5
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2.0
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1.0

18.5
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3.0
0.5

3.8
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4.9
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3.3
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0.5

1.0
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6.9

3.7

9.3
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マンガ

22.5
音楽
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広告
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8.7

55.6 56.4
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61.1 61.6
63.2 64.5

66.7
68.3
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+1.2%

1. Sourceのコンテンツ産業統計調査複数年度の従事者データを組み合わせて作成; 2. OECDのEmployed population, Aged 15 and over, All personsのデータを参照
Note: 新型コロナウイルスによる雇用への影響を除くため、CAGRは2019年までの算出としている
Source: コンテンツ産業統計調査 (2012・2014・2015・2019・2020, 文化体育観光部); OECD.Stat (Data extracted on 26 Jan 2023 12:49 UTC (GMT))
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コンテンツ産業の
従事者数1)

韓国全体の
雇用者数2)

投資起点・イノベーション実現C
5

https://www.kocca.kr/kocca/bbs/list/B0158948.do?menuNo=204156
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参考) 韓国コンテンツ産業の売上高は'05-'20で年平均5.5%の成長を記録
韓国・コンテンツ産業事例: 詳細 (売上高推移)

Note: Sourceのコンテンツ産業統計調査複数年度の売上高データを組み合わせて作成。 1ウォン=0.1円で換算
Source: コンテンツ産業統計調査 (2012・2014・2015・2019・2020, 文化体育観光部)
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3,029

2012

20,800

798

9,720

4,665
521

57,259

14,941

13,356

6,098

8,307

10,388

3,438

5,495

2013

4,607

9,971

560

13,737

9,053

11,344

3,895

20,510

919
4,975

10,722

5,112
610

16,463

10,081

12,342

4,312 コンテンツソリューション

20,766

976

16,291

5,308

10,895

5,256
677

11,066

15,04113,462

4,584

20,755

1,082

18,134

5,804

13,142

665

18,044

16,413

11,922

4,852

2017

20,954

1,179

14,290

629

19,762

17,212

12,207

21,341

1,866

6,812

641

17,669

放送

2019

21,649

6,065

18,885

2,987

12,218

553

8,680

21,965

17,422

19,373

出版

5,635

2020

マンガ

5,361

音楽

ゲーム

アニメーション

広告

62,769 64,415 63,682

126,712

73,322

82,968
87,272

91,210

100,486
106,116

113,216

119,607

128,287

+5.5%

投資起点・イノベーション実現C
5
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参考) 韓国コンテンツ産業の輸出は'05-20でCAGR 15.9%の成長
韓国・コンテンツ産業事例: 詳細 (輸出額推移)

154 190 195 202 218442 454 479 562 578 594 624 670 736 801 824 845 900
99 264 297

359
510 541 580 636 717 797 863 969 1,029 931

12 174 122 18 121

98

133 127 134
123158 87 196 223 240

240

289 304 402 437
417 535 471

622 701

901

102 32 95 105 117

126

151 146 143 150
165 176 188

227 252

175

99 874 32 27 18

18

21 26 48 34
38 57 53

54

49

734

1,015
1,422

1,613
2,088

3,092
3,431

3,530
3,866

4,179
4,261

7,700

8,335

8,655

10,652

436

495

575

666

734

983

884

60

465

450

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

307
358

146 149

326
108

2009 2010

368
255

2011

319
22306

2012

4
240

(億円)

379
27

361

11

4,146

249

2006 2013

324

321

5

29

2008

99

5

2014

290 38

46

213 4546 228

2015

映画

244 42

2005

7

5
143

245

5,593

2016

287

22

41338

アニメーション

33

262

2017

出版

53

2007

246

80

279

82

2018

279

0

22

140

181

296

2019

70

156

303

2020

277

マンガ

21

音楽

ゲーム

5

放送

121

広告

キャラクター

エデュテイメント

コンテンツソリューション

181,691

1,785 2,528
3,039

3,391

5,995
6,400

6,856
7,360

7,810

11,459

12,500

13,330

15,502

+15.9%

Note: Sourceのコンテンツ産業統計調査複数年度の輸出額データを組み合わせて作成。 1ウォン=0.1円で換算
Source: コンテンツ産業統計調査 (2012・2014・2015・2019・2020, 文化体育観光部)

投資起点・イノベーション実現C
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0

40,000

30,000

55,000

45,000

5,000

20,000

10,000

25,000

50,000

15,000

35,000

123

6,635

8,806

765

出版

8,686

788

8,321

4,285

563

4,680

9,010

6,946

5,796

2009

8,973

4,931
1,752

コンテンツソリューション

8,770

2,834

(億円)

155

放送

1,394

4,848

2,556

573

4,382

841

2010

42

2,808

8,815

2,694
501

4,268

1,207

4,813

477

1,730

314

1,238

2005

583

6,338

265

3,655

4,002

881

70
3,973

4,063

3,151

3,344

2006

732

225

8,736

282
2,487

1,801

643

2007

284947

349167

1,956

4,546

1,964

2008

291

3,349
1,088175
3,931

3,445

5,9252,203

956876

5,978
2981,143

ゲーム

3,768

2,043

1,122217

3,932

2,476

3,086

5,101

8,946

308
1,598

4,185

2015

1,467223

30,293

4,548

3,989

3,065

1,951
3,915

1,166

2011

4,568

7,860

1,661
220

5,125

4,653

3,144

3,916

1,201

広告

2012

8,761

44,230

323
1,705

1,794

393

219

5,291

5,242
6,147

3,477

8,759

4,391

1,384

223
337

2013

8,790

1,765

4,711

1,533222

42,791

6,120

4,143

3,794

1,477

2014

4,326

362
1,809

5,048

2,102

1,714
218

3,987

5,212

1,602

1,913

1,780
222

6,169

1,766

2016

8,809

433

1,743
223

6,699

6,751

2017

25,394

8,879

427

6,179

2,677

6,505

5,348

4,968

2,283

2018

8,876

436
2,173

6,753

1,355

6,816

5,631

8,104

2,438

4,864

2019

1,983

1,016233

8,949

7,700

5,875

2,547

2020

マンガ

1,664

音楽

映画

アニメーション

1,023

キャラクター

エデュテイメント

20,651

23,377

25,953
27,673

33,410
35,235

38,038 37,705

39,979

47,451 47,739

50,545

2.6

0.0

2.8

(％)

2.4

20202005

2.6

2006

2.5

2013

2.7
2.7

2.6

2007 2008

2.6

2009 2010 2011

2.7

2.8

2012 2014

2.7
2.6

2017

2.6

2015 2016

2.6
2.5

2019

2.6

2.5

2018

コンテンツ産業
の付加価値額

GDPに対する
コンテンツ産業
の
付加価値額
割合(%)

参考) 付加価値額は'05-'20でCAGR 6.1%の成長; GDPの約3%を占める
韓国・コンテンツ産業事例: 詳細詳細 (付加価値額の推移)

Note: Sourceのコンテンツ産業統計調査複数年度の付加価値額データを組み合わせて作成。 1ウォン=0.1円で換算
Source: コンテンツ産業統計調査 (2012・2014・2015・2019・2020, 文化体育観光部)

投資起点・イノベーション実現C
5

https://www.kocca.kr/kocca/bbs/list/B0158948.do?menuNo=204156


40 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

韓国の「所得主導成長」政策は、雇用・賃金の起点で躓き好循環に至らず
韓国・2018年最低賃金引上げ政策: 概要

Source: デスクトップリサーチ

国内: 家計の消費活動

消費

国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

パターンの全体像

国内外: 製品・サービス市場

投資増＝
需要増 消費増＝需要増

2

総供給

3

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

人的投資

設備投資

R&D投資

4

ボトルネックを引き起こした
外部要因 (抜粋)

0

A 賃上げに伴う企業負担増に
対する手当の欠如

B 財源確保のための法人税増
(22％→25%) に伴う企業負
担増

小規模事業者の負担増、
製造業拠点の海外移転が
加速により労働需要減

A,B

2018年に最低賃金を引上げ、
以降も継続引き上げ
⇒結果最低賃金を適用する職種で雇用減

賃上げ起点・イノベーションに至らずB
6

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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企業負担増への手当の不在により、最低賃金引上げがそのまま雇用に悪影響する結果に
韓国・2018年最低賃金引上げ政策: 詳細

Source: デスクトップリサーチ

国内: 家計の消費活動

消費

国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

パターンの全体像

国内外: 製品・サービス市場
投資による量的供給増

投資増＝
需要増市場での供給・需要増加に伴う

企業の投資増加

投資増に伴う
労働需要増

消費増＝需要増
2

総供給
(増) 

3

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

物価 (税後)

消費性向5)

可処分
所得4)

人的投資

設備投資

R&D投資

4

ボトルネックを引き起こした
外部要因 (抜粋)

更なる賃金増

A 賃上げに伴う企業負担増に
対する手当の欠如

B 財源確保のための法人税増
(22％→25%) に伴う企業負
担増雇用・賃金 最低賃金引上が最低賃金の適用

対象者の就業率を引き下げしたと
の試算も存在

被用者報酬の伸び率は過去平均
並み/それ以下

0

最低賃金引上げの影響が大きい産
業では、雇用もしくは労働時間短縮
が発生
•卸/小売等を中心にでは、雇用・
営業時間の短縮や事業主/家族
の労働時間長期化が発生

労働需要

A,B

小規模事業者の負担増、
製造業拠点の海外移転が
加速により労働需要減

2018年に最低賃金を引上げ、
以降も継続引き上げ
⇒結果最低賃金を適用する職種で雇用減

賃上げ起点・イノベーションに至らずB
6

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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国内外: 製品・サービス市場

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動国内: 企業の投資活動

資本ストックの変化
(老朽化等)

シンガポールでは賃上げと政府支援をテコに、高付加価値型産業構造を実現
シンガポール・1979年賃金引上げ政策事例: 概要

消費

0

パターンの全体像

産業転換に伴う
生産性向上

投資増＝
需要増

高付加価値職種
での労働需要増

賃金増に伴う消費増

消費増＝需要増

賃上げ政策等
を背景とした
実質賃金増

総供給

3

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

人的投資

設備投資

R&D投資

B

B,C

B,C

3'

4

前提となる外部要因 (抜粋)

高付加価値職の雇用者
割合増に伴う賃金増

A

A

1'

投資増

更なる高付加価値化に
向けた再投資

Source: デスクトップリサーチ; BCG分析

政府の各種支援も含めた
高付加価値産業への転換推進

2

4'

D

1

C

D 政府・雇用者・労働者による
生産性向上意識醸成運動
(「国民生産性運動」('81以
降)

A 政府による人材育成支援
(熟練労働者養成に向けた技
術訓練学校の新設・拡充、
低賃金労働者の雇用者への
付加金を原資とした質的向上
訓練に対する雇用者への費
用補助 等)

B 政府による高付加価値産業
指定・支援強化 (税制上の
優遇措置や融資増、研究開
発のための環境整備、国家コ
ンピュータ庁の設置 等)

政府による直接投資の増大
(高付加価値産業分野のうち、
民間投資が期待できない分
野[航空等]が中心)

賃上げ起点・イノベーション実現D
7

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因
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国内外: 製品・サービス市場

国内: 企業の投資活動

投資増＝
需要増

国内: 家計の消費活動国内: 企業の雇用活動

産業構造への転換に向け、政府は人材育成・資金・意識改革運動まで包括的に支援
シンガポール・1979年賃金引上げ政策事例: 詳細

消費

0

パターンの全体像

高付加価値職種
での労働需要増

賃金増に伴う消費増

消費増＝需要増

賃上げ政策等
を背景とした
実質賃金増

総供給

3

企業投資

国内総需要国外総需要

総需要

将来への期待

投資の収益性

資金調達の
Availability

資本ストックの変化
(老朽化等)

労働供給

労働需要

雇用・賃金

物価 (税後)

消費性向

可処分
所得

人的投資

設備投資

R&D投資

3'

4

前提となる外部要因 (抜粋)

高付加価値職の雇用者
割合増に伴う賃金増

高付加価値産業への転換を目指し、1979
年に抜本的な賃金引上げ政策導入。
紆余曲折を経て、'81-91年にかけ実質
賃金は5.9%成長
•全国賃金評議会(政府・雇用者・労働組
合により構成)1)が年20%の賃上げ勧告

•一方、同国は'85-86年に不況に転落
– 生産性伸びを上回る賃金増に伴う競争力の低下
や石油不況による景気後退等が原因

– 企業は労働者を一部削減

•その後一層の賃上げの制限等の労働コス
ト削減施策やフレックス賃金制度の導入
等により景気回復

A

A

家計の消費も着実に増加
• '80年代で家計等の一人
当たり消費額2)は年3.7%
の伸び

1'

1. 政府・雇用者・労働組合の三者構成の委員会。年間賃金ガイドラインの策定を行う;  2. Households and NPISHs Final consumption expenditure per capita (constant 2015 US$) ; 3. 高度技能職には立法・行政・経営、専門職、
準専門職、技術職を含む。生産労働者等には製造、オペレーター、清掃員、作業員を含む;
Source: The Story of NWC (National Wages Council);  World Bank World Development Indicators; SINGAPORE DEPARTMENT OF STATISTICS; 1979 to 1984: Economic Restructuring; ; SINGAPORE: TOWARDS A 
KNOWLEDGE-BASED ECONOMY (Chia Siow Yue, 2000年, 野村財団); デスクトップリサーチ;  BCG分析

政府の各種支援も含めた
高付加価値産業への転換推進

更なる高付加価値化に
向けた再投資

4'

投資増
2

1980年前半にはコンピュータ、
エレクトロニクス、機械、医薬品
といった高付加価値産業が投
資をけん引

実質GDP年間変化率は、80年代に
70年代後半の水準を上回る
• '75-79: 年平均+6.8%成長
• '80-89: 年平均+7.4%成長

高度技能職従事者の割合増
•高度技能職3)の割合:

'80年 18.0%⇒'90年 24.3%
•生産労働者等3)の割合:

'80年 46.3%⇒'90年44.5%

80年代後半には生産性が改善
•全要素生産性につき、 ' 75-79年
は年平均▲0.8%の伸び→'85-89
年は平均+2.6%の伸びに

産業転換に伴う
生産性向上

1

B,C

B,C

B,C

D C

D 政府・雇用者・労働者による
生産性向上意識醸成運動
(「国民生産性運動」('81以
降)

A 政府による人材育成支援
(熟練労働者養成に向けた技
術訓練学校の新設・拡充、
低賃金労働者の雇用者への
付加金を原資とした質的向上
訓練に対する雇用者への費
用補助 等)

B 政府による高付加価値産業
指定・支援強化 (税制上の
優遇措置や融資増、研究開
発のための環境整備、国家コ
ンピュータ庁の設置 等)

政府による直接投資の増大
(高付加価値産業分野のうち、
民間投資が期待できない分
野[航空等]が中心)

賃上げ起点・イノベーション実現D
7

次の要素に「好循環」としてつながる回路

「好循環」をとどめた回路

別の要素と裏表の関係になっている回路 XX 前提となる外部要因

https://www.sg101.gov.sg/economy/growing-our-economy/1979/
https://www.nomurafoundation.or.jp/en/wordpress/wp-content/uploads/2014/09/20000127-28_Siow-Yue_Chia.pdf
https://www.nomurafoundation.or.jp/en/wordpress/wp-content/uploads/2014/09/20000127-28_Siow-Yue_Chia.pdf
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参考) シンガポールの実質GDP変化率と各要素の寄与度
シンガポール・1979年賃金引上げ政策事例: 詳細 (実質GDP変化率と各要素の寄与度、1974-2000年)

1.1

0.4

1.7 1.5
2.4

0.9

1.6 2.1 2.1

0.6 1.7

0.4

5.6 5.2
4.1 3.7

0.9 1.0

5.3
4.3

0.3

2.7 2.7 2.3 3.1

7.0

6.1
5.4

5.5

2.5 1.6
1.6

6.9

1.2

1.7 2.5

2.1
2.0

1.7 1.4

1.4
2.0

2.2

5.5

4.3
1.8

-0.7 -0.3 -0.5

5.8 6.4
6.6

6.4 6.1

3.0

3.5
3.6

3.9 4.0

4.1 4.2

-1.0
-0.2 -0.2

3.7

-10

-5

0

5

10

15
1975

1.3

1980

7.1

-2.2

2.9

4.5

0.6 4.3

-2.4

1985

3.5

3.0

-2.5

%

-2.1

19951990

8.7

-4.0

6.6

-3.5

5.5

7.4

-7.8

6.8

1.3

5.8

2000

3.9
9.2

10.3

8.2 8.4

-0.6

10.2
10.7

9.7 9.3

6.5

9.6

10.8 10.5 7.0

7.2 8.0

-2.2

5.6

8.6

6.4資本投入の寄与度

実質GDPの変化率

労働投入の寄与度

全要素生産性の寄与度

Source: Multifactor Productivity: Contributions To Growth In Real GDP (Singapore Department of Statistics , SingStatより出力)

(1975-79)

+6.8%

年平均
実質GDP変化率:

(1985-89)

+7.4%

賃上げ起点・イノベーション実現D
7

https://tablebuilder.singstat.gov.sg/table/TS/M014981
https://tablebuilder.singstat.gov.sg/table/TS/M014981
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参考) シンガポールにおける雇用構成の推移 (職種別)
シンガポール・1979年賃金引上げ政策事例: 詳細 (雇用構成の推移)

0.3 0.1 0.1

46.3
42.3 44.5

34.6
29.1

14.6
15.4 13.8

12.3
13.1

13.8
14.4 13.1

12.9
14.0

11.7
9.9 11.5

15.8
18.0

7.3 9.9

7.6 8.6 12.8 12.4
4.5

1980

6.3
0.0

1.15.8 4.7

1985

4.2

4.0

1990

4.2

1995

3.4

1999

1.6

立法、行政、経営

専門職

事務職

生産、オペレーター、清掃、労働者

サービス・店舗・マーケット販売

技術系、準専門職

農業・漁業

その他

(%)
高度技能職

18.0 22.0 24.3 40.335.9

賃上げ起点・イノベーション実現D
7

Note: SourceのTable 6.2, 6.3を翻訳・再整理したもの;
Source: SINGAPORE: TOWARDS A KNOWLEDGE-BASED ECONOMY (Chia Siow Yue, 2000年, 野村財団)

https://www.nomurafoundation.or.jp/en/wordpress/wp-content/uploads/2014/09/20000127-28_Siow-Yue_Chia.pdf
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参考) シンガポールにおける雇用構成の推移 (産業別)
シンガポール・1979年賃金引上げ政策事例: 詳細 (雇用構成の推移)

23.1 23.1 20.6 22.1 23.1

30.1 25.4 29.1 24.2 21.0

8.9 7.9

21.3 23.5 22.0
20.4 21.2

11.2 10.1 9.5
10.7 10.8

7.8 8.7 10.9 14.6 16.0

1980 1990

0.0 0.0 0.0

1985 1995

1.2

6.7

1.0

6.9

1999

6.6

金融、保険、不動産、ビジネスサービス

建設業

運輸・倉庫・通信

商業

製造業

コミュニティ、社会、個人向けサービス1)

その他

賃上げ起点・イノベーション実現D
7

1.下水道・ゴミ処理、労働組合、レクリエーション・文化活動、図書館・博物館、スポーツ・カントリークラブが該当
Note: SourceのTable 6.2, 6.3を翻訳・再整理したもの;
Source: SINGAPORE: TOWARDS A KNOWLEDGE-BASED ECONOMY (Chia Siow Yue, 2000年, 野村財団) ; Singapore Department of Statistics | Measuring Services 
Economy in Singapore: Emphasis on Short-term Indicators (SingStat)

(%)

https://www.nomurafoundation.or.jp/en/wordpress/wp-content/uploads/2014/09/20000127-28_Siow-Yue_Chia.pdf
https://www.singstat.gov.sg/-/media/files/publications/economy/op-e10.ashx
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7,486 7,481 7,448
7,770

8,070 8,053
8,377

9,096

9,881
10,391

10,734

198419811980 19851982 1983 1986 1987 1988 1989 1990

3.7%

Note: Households and NPISHs Final consumption expenditure per capita (constant 2015 US$) 
Source: World Bank World Development Indicators

参考)シンガポールでは、80年代に一人当たり家計等最終消費は年3.7%の伸びを記録
シンガポール・1979年賃金引上げ政策事例: 詳細 (一人当たり家計・対家計民間非営利団体最終消費)

(USD)

賃上げ起点・イノベーション実現D
7
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本報告書の
構成

1. 「投資・賃上げ・イノベーションの好循環」の解明

2. 「好循環」を取り巻く背景環境

(1) 各国の投資動向
(2) 産業の移動・誘致に関する動向
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日本の国内設備投資額は非製造業でより大きく増加
国内設備投資 – 業界別設備投資額概要 : 日本

20

40

10

30

0

50

兆円

20192018

42

1211

2828

15

22

33

22

2010

11

2011

1111 13

23

16

2012

43

26

20172013

31
29

28

2014

41

20162015

14

30

15

49

13

2020

14

2021

28

33 33

43

34
37

39

45 45

+3%

設備投資 – 日本

(括弧内はCAGR)

非製造業 (+3%)

製造業 (+2%)

Note: 日本法人の単体決算に含まれる設備投資のため、海外子会社の投資分は含まれないが日本法人単体が海外に投資した金額は含まれる
Source: 法人企業統計調査 *ソフトウェアを除く

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003060791
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日本の製造業は輸送用/生産用機械器具製造業や化学工業で設備投資額が増加
国内設備投資 – 業界別設備投資額詳細 (製造業) : 日本

10

20

0

5

15

1.3

0.3

1.5

2.2

2012

0.9

0.6

1.5

兆円

0.5

2.0

0.9

0.8

1.7

0.3

1.4

1.2

0.3
0.5

0.4
1.0

2011

1.4

16.0

2013

2.7

0.4

1.0

2.8

2010

1.2

0.5

1.2

0.5

1.5

0.5

0.4
0.5

2.7

1.1

1.4

2.2

1.1

0.9

0.6

1.2

0.3
0.6

0.9
0.9

1.9

1.91.5

0.3
0.6

0.6
0.4

0.7

13.4

1.9

2014

1.4

2.7

0.7

0.6

0.5
0.8

1.1

2.1

2.5

1.2

1.5

0.7
0.3

0.6

0.7
0.7

1.0

0.8

1.7

2.4

2.7

2015

1.8

11.2

0.8
0.4

0.7

1.5

0.5
1.1

1.6

2.6

0.4

1.7

1.7

0.9
0.6

2018

0.5

0.8
0.7

0.4
1.3

1.7

2.6 2.8

2017

1.7

0.5

1.1
0.5

0.8
0.9

1.2

1.9

2.9

14.4

2.1

0.4

0.9

0.6

0.5
1.2

2.9

2019

1.2

1.9

0.5
0.6

0.8

2.5

2.7

2020

1.1

1.9

1.5

0.7
0.6

0.8
0.3

0.8

1.7

2.6

2.8

2021

1.2

11.3 11.3 11.0
11.9

13.4

15.1 15.2
14.0

2016

0.8

+2%

その他製造業 +1%

輸送用機械器具製造業 (+5%)

情報通信機械器具製造業 (+1%)

電気機械器具製造業 (-2%)

業務用機械器具製造業 (-1%)

生産用機械器具製造業 (+6%)

金属製品製造業 (+1%)

非鉄金属製造業 (+6%)

食料品製造業 (+1%)

鉄鋼業 (0%)

化学工業 (+3%)

設備投資 – 日本

(括弧内はCAGR)

Note: 日本法人の単体決算に含まれる設備投資のため、海外子会社の投資分は含まれないが日本法人単体が海外に投資した金額は含まれる
Source: 法人企業統計調査 *ソフトウェアを除く

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003060791


51 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

日本の非製造業は建設業、不動産業、運輸業で設備投資額が増加
国内設備投資 – 業界別設備投資額詳細 (非製造業) : 日本
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5.6
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3.4
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4.6

0.7
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3.6

3.0

3.6

3.7

4.2

5.8

3.6

0.4

0.2

2012

0.30.2
1.6

2.0
2.1

2013

3.5

5.4

2.7

2.4

4.4

2.1

3.7
5.8

4.8

2.1
1.7

5.1

3.6

4.6

2.0

2.3 2.3

3.5

0.3

4.1

3.8

6.0

5.1

4.4

0.8

2015

0.3
2.0

2.0

32.7

3.3

5.0

4.5

4.5

0.7

2016

0.4
2.7

3.6

4.6

5.9

30.3

5.1

30.8

0.7

2017

2.6

2.7

4.0

5.7 4.2

4.9

7.1

4.5

0.6

0.3
2.3

3.2

4.9

5.4

5.8

1.0

0.5

2019

0.3
2.4

1.8

4.3

4.1

5.1

5.3

3.8

0.4

2020

0.3
2.5

2.7

4.6

3.5

4.8

0.5

2021

3.6

3.6

22.0 22.0
23.4

25.5
27.6

29.1 28.3 28.0 27.6

0.7

5.5

+3%

情報通信業 (+1%)

その他非製造業 (0%)

サービス業 (+3%)

不動産業・物品賃貸業 (+4%)

卸売業・小売業 (+2%)

運輸業・郵便業 (+4%)

電気業 (-)

建設業 (+9%)

農林水産業 (+5%)

設備投資 – 日本

(括弧内はCAGR)

Note: 日本法人の単体決算に含まれる設備投資のため、海外子会社の投資分は含まれないが日本法人単体が海外に投資した金額は含まれる
Source: 法人企業統計調査 *ソフトウェアを除く

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003060791
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2011
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2
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2012

2 15
12

111

16
1

114 16

114 119

2

2014 2015

2

110
118

2016

2

132 132

2017 2018

108

2

16

114

117
15

131
137 136

2019

+3%

Services (+3%)

Others (+2%)

Manufacturing (+3%)

R&D投資 –日本

Source: OECD.Stat "Business enterprise R&D expenditure by industry"

(括弧内はCAGR)

日本の国内R&D投資額は製造業では概ね順調に増加しているが直近サービス業は停滞
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額概要 : 日本

https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=BERD_INDU
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日本の製造業は輸送用機械等を中心にR&D投資額が増加
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額詳細 (製造業) : 日本

Source: OECD.Stat "Business enterprise R&D expenditure by industry"
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2012

3
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114

+3%

Other manufacturing (+3%)

Electrical equipment (+2%)

Other transport equipment (+9%)

Motor vehicles, trailers and semi-trailers (+5%)

Machinery and equipment n.e.c. (+3%)

Computer, electronic and optical products (0%)

Fabricated metal products, except machinery and equipment (+2%)

Basic metals (+1%)

Basic pharmaceutical products and pharmaceutical preparations (+1%)

Chemicals and chemical products (+4%)

R&D投資 –日本

(括弧内はCAGR)

https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=BERD_INDU
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日本のサービス業は2014年以降はR&D投資額が停滞
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額詳細 (サービス業) : 日本
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0

+3%

-1%

Other services (-14%)

Financial and insurance activities (+9%)

Administrative and support service activities (+5%)

Professional, scientific, and technical activities (+3%)

Information service activities (0%)

Computer programming, consultancy and related activities (0%)

Telecommunications (+2%)

Software publishing (-)

Transportation and storage (+8%)

Wholesale and retail trade1 (+10%)

R&D投資 –日本

1. repair of motor vehicles and motorcyclesを含む
Source: OECD.Stat "Business enterprise R&D expenditure by industry"

(括弧内はCAGR)

https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=BERD_INDU
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日本からの対外投資はアメリカが中心、ストック観点の2位は2015年で中国からイギリスへ
対外投資の傾向 – 国別(日本)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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日本からの対外投資は製造業が最大だが、サービスと金融・保険が一定追い上げ
対外投資の傾向 – 国別(日本)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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0

0

0

日本への対内投資はアメリカ・フランスが中心
対内投資の傾向 – 国別(日本)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart

0

100

-20

80

180

20

40

60

160

240

120

200

140

260

220

3

N/A

0

2
0
1
3

0

B$

0

2
0
1
1

N/A

7

3

0

0

2
0
1
4

2
0
1
2

174

2
0
2
1

N/A 1

172

0 0
0

0

2
0
1
5

0

0

0

0

0
0

0

0

0197

2
0
1
6

1

38

0

72
59

45

2

83

2
0
1
8

2

39

11

2

205

-3

1

2

0

8

46

3

89

2
0
1
9

74

12

6

0 1

2
0
1
7

10

87

42

2

97

2
0
2
0

75

1

10

1

11

6

70

3

117172 174

197 202

224

250 247

2

カナダ イタリアイギリスドイツ 日本 アメリカ フランス その他中国

Foreign direct investment, stocks by country Foreign direct investment, flows by country

0

10

5

30

15

25

20

-5

2
0
1
3

2
0
1
4

0

7

0

3
0

1 0

0

1

-4

1 0 0

2

0

0

2
0
1
6

5

10

0

-1 0

18

B$

0

0 0

3

4

3
1

2
0
1
7

0

-2

2

1

0 0

4

0

1

6

0
2

2
0
1
8

0
0

0

9
1

0

0
1

0

2
0
1
5

13

0

0

2
0
1
9

0
-1

1

N/A 0

0

2
0
1
1

0

3

3

11

0

0

N/A

6

2
0
2
0

0

10

1

1

2
0
1
2

0

N/A

00

6

-1

0

17

2
0
2
1

12

3

14

25

対内投資 – 日本

https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart


58 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

日本への対内投資は金融・保険や製造業が中心で、サービス業が続く
対内投資の傾向 – 国別(日本)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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ドイツの国内設備投資は、農林水産業以外が堅調に推移
国内設備投資 – 業界別設備投資額 : ドイツ

7 7 7 7 6 7 74 5 5

57 7 7 7 7 8

5 5 6 6 6 7

5
13 13 13 14 15 15 16 16 13

18 18 17 17 18 18 19 20 21
19

36 34 33 36 39 41 40 43 42
39

5 4 5
6 7 7 7

6 7
6

52 53 51
53

59 57 62
64 61

53

26 26 26
26

28 30
32

34 35

3614 14
14

15
14

16
17

19 22

19

0

100

200

300

4

4

7
5 7

5

3

4

6

2012

7 7
4

5

6

2013

5

3

7

7

6

5

6

5

3

2014

5

Bn EUR

5

7 4

4 5

8

2016

8 5 5

2015

7

8
8

6

4

4
8

2017

7

5 5

6

8

12

5
8

2018

4

54
7

9
7

3

6
9

2019

7

2011

6

10
8

7
6

7

2020

4

6

212 212 206
217

231 238
250

262 267

245

9

+2%

Others (+3%)

Public services, education, health (+4%)

Administrative and support service activities (0%)

Financial and insurance activities (+7%)

Professional, scientific and technical activities (+3%)

Manuf. of basic metals a.fabricated metal products (-2%)

Telecommunications (+2%)

Trade, transportation, accom. and food service (+1%)

Manufacture of machinery and equipment n.e.c. (0%)

Manufacturing other +1%

Construction (+7%)

Electricity, gas, steam, air conditioning supply (+4%)

Manufacture of transport equipment (+1%)

Manuf. of rubber,plastic,non-met. mineral products (+2%)

Manufacture of chemicals and chemical products (+1%)

Agriculture, forestry and fishing (-2%)

設備投資 – ドイツ
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ドイツの国内R&D投資額は製造業、サービス業共に増加
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額概要 : ドイツ
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ドイツの製造業は自動車産業を中心にR&D投資額が増加
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額詳細 (製造業) : ドイツ
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ドイツのサービス業は学術研究とコンピュータプログラミングの産業でR&D投資額が増加
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額詳細 (サービス業) : ドイツ
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ドイツからの対外投資はアメリカが最大、他も欧州が中心だが、中国も徐々に増加
対外投資の傾向 – 国別(ドイツ)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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ドイツからの対外投資はサービス業と金融・保険が大半を占める
対外投資の傾向 – 国別(ドイツ)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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ドイツへの対内投資はアメリカが最大で、近年は自国がイギリスを越えて2番目の水準
対内投資の傾向 – 国別(ドイツ)

Note: 2021年値は国別Stockの分類が無く、全て「その他」として集計、合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は
同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計はFDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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ドイツへの対内投資はサービス業と金融・保険で大半を占める
対内投資の傾向 – 産業別(ドイツ)
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Note: 2021年値は国別Stockの分類が無く、全て「その他」として集計、合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は
同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計はFDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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アメリカの国内設備投資額は鉱業を除き増加しており、特に情報、公益事業、不動産、
金融・保険で増加が大きい
国内設備投資 – 業界別設備投資額 : アメリカ
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+4% Others (+3%)
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Professional, scientific, and technical services (+5%)

Mining (-6%)

Health care and social assistance (+3%)

Real estate and rental and leasing (+6%)

Information (+7%)

Transportation and warehousing (+3%)

Retail trade (+6%)

Manufacturing - Nondurable goods industries (+5%)

Manufacturing - Durable goods industries (+3%)

Construction (+8%)
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設備投資 – アメリカ

Note: The Annual Capital Expenditures Survey (ACES) provides data on the amount of domestic business expenditures for new and used plant and equipment purchased during the survey year
Source: 2021 Annual Capital Expenditures Survey Tables (Table 2a.); 2022 Capital Spending Report: U.S. Capital Spending Patterns 2011-2020 (Table 2a.)

(括弧内はCAGR)

https://www.census.gov/data/tables/2021/econ/aces/2021-aces-summary.html
https://www.census.gov/library/publications/2021/econ/2021-csr.html#par_reference
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アメリカの国内R&D投資額は順調に増加し、特にサービス業が好調
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額概要 : アメリカ

400

0

200

600

87

201

12

2011

5

2018

390

2012 2019

84*19

82

221

2013

279
6

102

144*

117

242

123

2015

291262255

2016

71*

417 59*

118*323

281

73*

302

88

367

458

508

2017

208

294

2014

8

233

$Bn

341

16

66
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+7%

Others (-5%)

Services (+11%)

Manufacturing (+4%)

R&D投資 – アメリカ

*2017-2019のServicesは、それ以前の分類に含めている項目の一部数値が非開示となっているため、2016年以前と異なる分類となっている。「その他」は合計値から集計した項目を除いた数値
であるため、こちらも2016年以前とは定義が異なっている。
Source: OECD.Stat "Business enterprise R&D expenditure by industry"

(括弧内は2010-2016CAGR)

https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=BERD_INDU
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アメリカの製造業は基礎医薬品やコンピュータ・エレクトロニクス産業でR&D投資額が増加
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額詳細 (製造業) : アメリカ
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+4%

Motor vehicles, trailers and semi-trailers (+7%)

Other manufacturing (+4%)

Machinery and equipment n.e.c. (+3%)

Other transport equipment (-5%)

Electrical equipment (+5%)

Computer, electronic and optical products (+4%)

Fabricated metal products, except machinery and equipment (+5%)

Basic metals (+3%)

Basic pharmaceutical products and pharmaceutical preparations (+9%)

Chemicals and chemical products (+1%)

R&D投資 – アメリカ

*2010-2013、並びに2017の「その他」は、他の項目の一部数値が非開示となっているため、その他の年とは異なる定義となっている。
Source: OECD.Stat "Business enterprise R&D expenditure by industry"

(括弧内は2013-2019CAGR)

https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=BERD_INDU
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アメリカのサービス業は情報、学術研究、物流、金融・保険の産業でR&D投資額が増加
国内R&D投資 – 業界別R&D投資額詳細 (サービス業) : アメリカ
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Professional, scientific, and technical activities

Financial and insurance activities

Computer programming, consultancy and related activities

Telecommunications

Software publishing

Transportation and storage

Wholesale and retail trade1

R&D投資 – アメリカ

(括弧内はCAGR)

Note: 年によって集計有無が異なるため、合計値並びにCAGRは記載せず;  1. repair of motor vehicles and motorcyclesを含む
Source: OECD.Stat "Business enterprise R&D expenditure by industry"

https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=BERD_INDU
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アメリカからの対外投資は英国が最大かつ増加幅も大きく、カナダ・ドイツ・日本・中国と続く
対外投資の傾向 – 国別(アメリカ)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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アメリカからの対外投資は金融・保険が大半を占める
対外投資の傾向 – 国別(アメリカ)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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アメリカへの対内投資は日本が最大で、近年は自国のストックも増加
対内投資の傾向 – 国別(アメリカ)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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アメリカへの対内投資は製造業が最大、フローも比較的製造業が安定している
対内投資の傾向 – 国別(アメリカ)

Note: 合計値が存在する年については、N/Aのセグメントは便宜上ゼロとして計算し、総額から数値がある項目を差し引いたものを「その他」とした;  国別統計は同統計の "WLD" を合計値として採用、産業別統計は
FDI総額を合計値として採用;  Source: OECD International Direct investment statistics https://data.oecd.org/fdi/fdi-flows.htm#indicator-chart
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参考 - 主要国間の対外投資の動向(B$、1985-1994年平均のflow値)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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参考 - 主要国間の対外投資の動向(B$、1995-2004年平均のflow値)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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参考 - 主要国間の対外投資の動向(B$、2005-2014年平均のflow値)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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参考 - 主要国間の対外投資の動向(B$、2015-2021年平均のflow値)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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参考 – 長期FDI推移(米国・対外投資・フロー・対象国抜粋)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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参考 – 長期FDI推移(日本・対外投資・フロー・対象国抜粋)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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※報告時のUSD値(各年度の為替ベース)

参考 - グローバルの投資動向

https://stats-3.oecd.org/
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参考 – 長期FDI推移(ドイツ・対外投資・フロー・対象国抜粋)

Source: OECD.stat (https://stats-3.oecd.org/) におけるBMD3, BMD4を基にBCG作成;
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参考 - グローバルの投資動向

https://stats-3.oecd.org/
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本報告書の
構成

1. 「投資・賃上げ・イノベーションの好循環」の解明

2. 「好循環」を取り巻く背景環境

(1) 各国の投資動向
(2) 産業の移動・誘致に関する動向
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730 771 753

523 518 527 528
467

529 551
617 619 619

495
370 378 395 415 418 451 428 442 409 387 372

325 340

72

66 74 67 68
67 86 78

111

66
65

69 71
72

205

313
257

194
123

162 156

108

137
167

272

413 401

335

130 132
144

173 154

193 201 178 206 236 221

156 172

285

374
440

364

260

362 348

210

303

502

570

646 679

669

280
212

253
281

210

292 339
335 338

427
327

277
276

200119961995

1720 16

2006

21

1997

47

10

2021

3018

1998

36

54

3514

1999

16

2000

45

2008

41

1414 23

2002 2011

16

2017

20

2003

1114

20122004

18

20152005 2007

21

2009

49

3115

50

32

2010 2018

58

2014

56

2019

45

21

2013

35

2016

24 31

2020

1,301

1,546
1,513

1,157

969

1,126 1,123

844

16

1,302

1,544

1,782 1,791

945

1,630

867

786

869 848

1,052
1,070

1,026 1,035

1,142

1,023

831
864

61

59

62

1,037

機械1

鉄鋼・金属・非鉄金属

非製造業(電気・ガス・熱供給)

化学

その他製造業

国内での工場立地はリーマンショック後に落ち込むも、その後はコロナ前まで継続して増傾向
国内での工場立地件数推移

Note:「工場立地動向調査」「立地件数 (業種別)」を参照; 工場を建設する目的当該年度内に 1,000 ㎡以上の用地を取得した製造業、ガス業、熱供給業、電
気業の事業者を対象に実施。外資の立地も含む(2021年は4%程度を占める); 1. はん用機械器具,生産用機械器具,業務用機械器具, (旧)一般機械,電子部品・デバ
イス・電子回路,電気機械器具,情報通信機械器具,輸送用機械器具,(旧)精密機械を含む
Source: 工場立地動向調査 (経済産業省); BCG分析

日本における動向

https://www.meti.go.jp/statistics/tii/ritti/index.html
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集積

制度

経済・
リソース
要因

その他

工場の国内立地理由上位は市場、労働力、原材料入手の便、集積、自治体助成
日本企業等が国内の工場立地を選定した「最も重要な理由」の割合 (全業種, 2002-21年推移)

16% 12%
5%

10%
6% 7%

1%

2%

5%
7%

7%

17%

2%

5%

4%
14%

15% 9%

6%
12%

10%

9%
18%

24%
23% 24%

17%

18%

11%

14%

12%
13%

12% 8%

21%

20%

30%

18% 13%

8%
18%

25%

15%

15%
13%

27%

18%
26%

30%

0%

2%

2005-07 2011-13

0%

0%2%

0%

102 49 28

3%

41 30 119

2002-04

4%

3%0%

3%

4%

2017-19

0%
0%

2020-21

3%

2014-16

0%

0%

0%

56

0%

0%
0%

2008-10

0%

0%

0%

0%

0%

0%

2%

0%

0%

0%

1%

0%

2%

0%

•国内を選定した上位理由としては、
市場への近接性、良好な労働力
の確保、原材料等の入手の便、
集積 (関連企業への近接性) 、
自治体の助成が挙げられる

•なお、経年での大きなトレンド変化
は見られない

示唆 (初期整理)日本企業等が国内の工場立地を選定した「最も重要な理由」の割合 (全業種, '02-'21推移)

国・県・市・町・村の助成・協力1

市場への近接性

良好な労働力の確保

関連企業への近接性

原材料等の入手の便

学術研究機関の充実

対事業所サービス業の充実

産業基盤が整備されている

流通機構が整備されている

知的財産権保護への配慮

政情・治安の安定

その他

Note:「工場立地動向調査」「第42表 海外立地と比較しての国内立地選定理由別選択件数」における「最も重要な理由 (1つだけ選択可)」に基づき作成。新
設の工場立地が対象。外資の立地も含むが、全体に占める割合が限定的であるため、主に日本企業の動向を確認するものとして活用している(2021年の工場立
地のうち、外資は4%程度); 1. 2006以前の「県・市・町・村の助成・協力」の項目も本項目に計上
Source: 工場立地動向調査 (2002-2021各年度分,経済産業省); BCG分析

日本における動向

https://www.meti.go.jp/statistics/tii/ritti/index.html
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各業種において、立地した理由にはばらつきがあり
日本企業等が国内の工場立地を選定した「最も重要な理由」の割合 (業種別,2015-20年累計)

各業種に分解すると、重要とみなす理由に
はばらつきあり (以下、全業種と各業種を
比較した結果)

•機械製造業にとっては、関連企業への近
接性がより重要

– 一方、原材料の入手の便の重要度は
やや低下

•鉄鋼・金属・非鉄金属製造業にとっては
市場への近接性がより重要

– 一方、関連企業への近接性、原材料
の入手の便の重要度はやや低下

•化学製造業は良好な労働力、知的財産
権保護への配慮、政情安定がより重要

– 一方、関連企業への近接性や自治
体からの助成・協力は日本を選定した
主な理由として挙がらない

示唆日本企業等が国内の工場立地を選定した「最も重要な理由」の割合(業種別,2015-20累計1)

Note: 「工場立地動向調査」「第42表 海外立地と比較しての国内立地選定理由別選択件数」における「最も重要な理由 (1つだけ選択可)」に基づき作成。新設の工場立地が対象。外資の立地も含むが、全体に占める割合が限定的
であるため、主に日本企業の動向を確認するものとして活用している(2021年の工場立地のうち、外資は4%程度); 1. 各年の回答数が少ないことから、累計で算出; 2. 非製造業として「ガス」「電気」「熱供給」企業も対象になっているが、
2015-20の間に回答数は1に過ぎないため本紙では表記より除外している; 3. 情報通信機械器具、電気機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、業務用機械器具、生産用機械器具、はん用機械器具、輸送用機械器具の総計
Source: 工場立地動向調査 (2002-2021各年度分,経済産業省)

6% 9% 9%

9%

1%

18%

3%

11% 14%

10%

12%

14%

24%

7%

12%

15%

10%

10%

18%

22%

15%
12%

14%

36%
16%

27% 26%

48%

9%

22%

0%

2%

3%

化学

0%
0%0%

0%

3%

0%

0%

0%

0%

機械3 その他製造業

鉄鋼・金属・

非鉄金属

0%

0%
0%

0%

2%

1%

0%

0%

4%

0%

1%

168 58

4%

29 11

2%

3%

1%

3%
4%

4%

69

市場への近接性

学術研究機関の充実

良好な労働力の確保

原材料等の入手の便

知的財産権保護への配慮

関連企業への近接性

対事業所サービス業の充実

国・県・市・町・村の助成・協力

産業基盤が整備されている

流通機構が整備されている

政情・治安の安定

その他

製造業2全業種

経済・
リソース
要因

集積

制度

その他

日本における動向

https://www.meti.go.jp/statistics/tii/ritti/index.html
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外資は主に日本に本社・営業等機能を設置; 製造業では生産・R&D拠点立地も見られる
外資企業1社あたり各機能拠点設置数 (全業種/業種別, 2019年)

1.3
0.8 1.1 0.9

2.1
2.3

1.0
1.3

3.1

2.2

1.1 1.3

1.3

1.2
0.6 0.8 0.8

0.4

情報通信
その他非

製造業2

0.3

0.9

0.2

2.5

0.9 1.0

0.4 0.4

6.8

1.0

0.0

金融・保険

0.2
0.6

機械1 医薬品

0.9
0.5

1.0

0.0

鉄鋼・金

属・非鉄
金属

0.8

1.6

化学

0.8

0.1

サービス業

0.1

1.2

0.1
0.0

0.1

その他

製造業1

0.2

•各企業は、本社機能・営業等の
機能の設置が中心

•製造業を中心に、製造・加工機
能拠点の設置も見られる

•一方、研究開発機能は製造業で
は見られるものの、情報通信業等
非製造業では限定的

示唆外資企業1社あたり各機能拠点設置数 (全業種/業種別, 2019年)

本社機能 研究開発機能営業・販売・マーケティング機能 製造・加工機能 物流機能

Note: 「外資系企業動向調査」「機能別内訳 (業種別) 」に基づく。1社あたり各機能拠点設置数は、該当機能数÷集計企業数で算出。なお、設問の設計上、同じ県に同じ機能の複数拠点が設置されている場合は、
これらが一拠点としてカウントされている可能性ある点留意のこと;  1. はん用機械,生産用機械,業務用機械,電気機械,情報通信機械,輸送機械を含む; 2. 明記している製造業を除く製造業。食料品, 窯業・土石, 
繊維等を含む; 3. 運輸・卸売・小売・不動産業・その他非製造業の合計
Source: 外資系企業動向調査令和2年 (2020年) 調査結果 (METI/経済産業省) ; BCG分析

0.9

2.1

0.3 0.3 0.3

全産業合計 非製造業製造業

日本における動向

https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/gaisikei/result/result_54/result_54k.html
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外資にとって、日本の魅力は市場の大きさ・成熟・インフラ; 次に集積・生活環境・人材
外資企業にとっての日本で事業展開する上での魅力 (全業種, 2011-19年)

5% 4% 5% 5% 4% 4%

5% 5% 5% 5% 5% 5% 5% 5% 6%

4%
4% 4% 4%

4% 4% 4% 5% 5%

9%
9% 9% 9%

9% 9% 9% 9%
10%

0%
0% 0% 0%

0% 0% 0% 0%
0%3%

4% 4% 4% 3% 4% 4% 4%
4%3%

3% 3% 3%

11%
11% 11% 11% 11% 11% 11% 11%

11%

4%
3% 3% 3% 3%

3%
3%

8%
8% 8% 8% 8% 7% 7% 7% 7%

15%
15% 15% 15% 14% 15% 14% 14% 14%

14%
14% 14% 14% 14% 14% 14% 14% 14%

17% 18% 19% 19% 19% 19% 19% 18% 18%

9,226

4%

8,563

2015

1%

2018

1%
1%

0%

2017

8,636

1%
1%

3%

1%

2019

0%

3%

1%

2013 2014

3%

2016

8,566

0%

9,522 9,688 9,601 9,548

2012

1%

0%

2011

1%
1%1%

0%

1%

8,485

1%
1%

0%

1%

0%

1%

3%

1%

3%

1%

3%
0%

3%
3%

4%

1%

•外資系企業にとっての日本の
魅力の上位項目は市場の大きさ・
成熟・インフラ。次点が集積、
生活環境、人材

•比較して、各種制度面、研究
開発環境の質、ビジネスコスト面の
魅力度は高くない

•経年で大きな変化は見られない

示唆外資企業にとっての日本で事業展開する上での魅力 (全業種, 2011-19年)

市場規模の大きさ

付加価値・流行に敏感な市場による

新製品・サービスの競争力の検証可能性

インフラの充実1

有能な人材確保

研究開発環境の質の高さ

ビジネスコストの低さ2

集積(グローバル企業や関連企業)

法整備(知的財産等)の充実

金融環境の充実(資金調達等)

事業規制の開放度

インセンティブの充実

ビジネス支援機関の充実

生活環境の整備

地理的な優位性

その他

地域統括拠点としての最適さ

集積

経済・
リソース
要因

制度

その他

Note: 「外資系企業動向調査」「日本で事業展開する上での魅力 (業種別) 」に基づき算出。全回答数 (企業は上位5項目まで複数回答可)に占める、各項目の割合を算出している
1.交通・エネルギー・情報通信等; 2. 人件費・不動産等
Source: 外資系企業動向調査調査結果 (METI/経済産業省) ; e-Stat  (2011-2015年データ); BCG分析

日本における動向

https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/gaisikei/index.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/database?page=1&toukei=00550110&tstat=000001011002&metadata=1&data=1
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0%

外資の業種により、魅力と考えるポイントは異なる
外資企業にとっての日本で事業展開する上での魅力 (業種別, 2019年)

4% 5% 5% 4% 6% 4% 4%
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10% 7%
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5% 6%

7%
4% 5%

5% 5%

4%
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6%

4%
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10% 8%

9%

11%

13% 10%
11%

10%
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1% 2%

1%

1%
0%

1%

0% 0%
1%0% 0%

1%

1%

4%
5%

7%

9%

5%

10% 4%4% 4%
4%

11%
12%

13%

9%

4% 12%
12%

11% 10%15%

7%

14%

7%

7%

11%

8%

11%

6% 9% 6%

8%

9%
6%

14%

12%
13%

9%

16% 14%
12%

13%

15%
14%

14%

14%
12%

21%

15% 15%
13%

11%

8% 15%

18%
13% 10%

15% 16%
20%

16%
22%

18%

2%

3%

3%

2%

0%

0%

1%

0%
3%

2%

2%

0%

0%

機械1

3%

化学

0%

2%

3%

鉄鋼・金

属・非鉄

金属

2%

1%

0%

3%

0%

1%

医薬品

8,563

0%

0%

3%

その他

非製
造業

0%

1%
2%1%

3%

3%
1%

情報

通信

2%

1%

1%

その他

製造業

1%

1%

3%

3%

3%

サービ

ス業

1%

1%

金融・

保険

2%0%

2%

1%

1%

1%

844 89 81 227 284 892 1,301 395 4,450

1%

各業種に分解すると、重要とみなす理由
にはばらつきあり (以下、全業種と各業
種を比較した結果)

•機械製造業にとって、市場規模の大き
さの魅力度の評価は比較的低い

•鉄鋼・金属・非鉄製造業にとって、市場
規模の魅力度評価は比較的低くなる
一方、「地域統括拠点」としての重要性
の評価が高まる

•さらに医薬品製造業では集積の魅力
度・生活環境の魅力度評価が低くなる
一方、研究開発環境の質の高さ、有能
な人材確保、法整備がより魅力として
評価

•金融・保険業にとっては、金融環境の充
実は特に魅力として評価されている一方、
競争力の検証可能性の魅力度の評価
は比較的低い

示唆

有能な人材確保

市場規模の大きさ

付加価値・流行に敏感な市場による

新製品・サービスの競争力の検証可能性

インフラの充実4

研究開発環境の質の高さ

ビジネスコストの低さ5

集積(グローバル企業や関連企業)

法整備(知的財産等)の充実

ビジネス支援機関の充実

金融環境の充実(資金調達等)

事業規制の開放度

インセンティブの充実

生活環境の整備

その他

地理的な優位性

地域統括拠点としての最適さ

非製造業製造業

Note: 「外資系企業動向調査」における「日本で事業展開する上での魅力 (業種別)」の結果に基づき算出。全回答数 (企業は上位5項目まで複数回答可)に占める、各項目の割合を算出している
1. はん用機械,生産用機械,業務用機械,電気機械,情報通信機械,輸送機械を含む; 2. 明記している製造業を除く製造業。食料品, 窯業・土石, 繊維等を含む; 3. 運輸・卸売・小売・不動産業・その他非製造
業の合計; 4.交通・エネルギー・情報通信等; 5. 人件費・不動産等
Source: 外資系企業動向調査令和2年 (2020年) 調査結果 (METI/経済産業省) ; BCG分析

外資企業にとっての日本で事業展開する上での魅力 (業種別, 2019年)

全業種

集積

経済・
リソース
要因

制度

その他

日本における動向

https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/gaisikei/result/result_54/result_54k.html


89 C
o
p
y
r
ig

h
t 

©
 2

0
2
3 

b
y
 B

o
st

on
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 
A
ll 

r
ig

h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

米国投資の理由の上位は、過去から継続して政府ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ、労働者活用、リードタイム
米国企業の国内回帰/外資企業の米国投資理由として言及された項目(Reshoring Initiative1調査)

Note: Reshoring Initiativeの発表データに基づき、一部BCGで再整理している(例:1997-2015の順位変化の算出の他、2007-2015累計データのうち、サプライチェーン中断リスク/自然災害リスク/政情不安の関
連項目を合計する等)
Sources: 2021 Data Report (Reshoring Initiative); BCG分析

順位 2007-2015累計 2021単年度 1997-2015との順位変化

2007-2015年累計から順位が5位以上上昇したもの

2007-2015年累計から順位が5位以上下降したたもの

留意点:

本調査は、Reshoring Initiativeが独自データベース(公開記事、独自に入手したケーススタディ等)に基づき作成したもの
Reshoring Initiativeは、企業が投資を公表するにあたっては、よりポジティブな要因に言及する傾向を指摘している

• 過去のオフショアリングの意思決定の問題より、現在の決定の賢明さを示すことを重要視
• さらに撤退する国の心証に配慮するため

1

2

3

4

5

5 (同順位)

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

政府のインセンティブ

熟練労働者のトレーニング/活用可能性

リードタイム/市場投入までの時間

エコシステムとのシナジー効果

顧客/市場への近接性

品質/再加工/保証

-

輸送コスト

イメージ/ブランド

賃金上昇

自動化・技術 (3Dを含む)

トータルコスト

米国内天然ガス/化学品/電力価格

インフラ

サプライチェーン中断リスク/自然災害リスク/政情不安

デリバリ―

政府のインセンティブ

熟練労働者のトレーニング/活用可能性

十分に活用されていないキャパシティ

リードタイム/市場投入までの時間

新型コロナウイルスの流行

-

国内経済への影響

顧客/市場への近接性

サプライチェーン中断リスク/自然災害リスク/政情不安

インフラ

エコシステムとのシナジー効果

イメージ/ブランド

グリーン配慮

顧客対応力向上

製造・エンジニアリングの共同革新 (R&D)

リーン/その他のビジネスプロセス改善技術

-

-

+33

-1

新規

-

新規

-2

+6

+4

-6

-3

+4

+2

+7

+19

米国における動向

https://reshorenow.org/blog/reshoring-initiative-2021-data-report/
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直近を見ると、コロナ、サプライチェーンやグリーン配慮の台頭が顕著
米国企業の国内回帰/外資企業の米国投資理由として言及された項目; 直近の推移

Note: 2017,2018,2020単独年のデータは存在しないため、それぞれ2010年からの各年の累積値より順位・変化を推計している。なお、経年で評価するにあたり、類似項目は同じものとして計上する等整理している("Eco-
system synergies/Supply Chain"項目は、"Eco-system synergies"の項目、"Duty/Tariffs/Customs"と"Tariffs"、"Material Cost/Quality" と"Material Cost"、"Travel Cost/Time"と"Travel Cost"を同等で扱う等
Sources: RESHORING INITIATIVE® 2021 DATA REPORT   (Reshoring Initiative)

7 (同順位)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

前年度、もしくは該当がない場合は前前年度からランキングが
5位以上上昇したもの

前年度、もしくは該当がない場合は前前年度からランキングが
5位以上下降したたもの

イメージ/ブランド

政府のインセンティブ

顧客/市場への近接性

熟練労働者のトレーニング/活用可能性

品質/再加工/保証

インフラ

エコシステムとのシナジー効果

自動化・技術

国内経済への影響

輸送コスト

リードタイム/市場投入までの時間

製造・エンジニアリングの共同革新 (R&D)

生産性向上

米国内天然ガス/化学品/電力価格

顧客対応力向上

2017

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

N/A

順位
変化

顧客/市場への近接性

政府のインセンティブ

国内経済への影響

エコシステムとのシナジー効果

熟練労働者のトレーニング/活用可能性

イメージ/ブランド

インフラ

十分に活用されていないキャパシティ

リードタイム/市場投入までの時間

生産性向上

顧客対応力向上

自動化・技術

原材料費

製造・エンジニアリングの共同革新 (R&D)

カスタマイズ/フレキシビリティ

2018

+2

-

+6

+3

-1

-5

-1

+20

+2

+3

+4

-4

+9

-2

+6

順位
変化

顧客/市場への近接性

政府のインセンティブ

エコシステムとのシナジー効果

熟練労働者のトレーニング/活用可能性

国内経済への影響

インフラ

イメージ/ブランド

十分に活用されていないキャパシティ

リードタイム/市場投入までの時間

顧客対応力向上

自動化・技術

生産性向上

サプライチェーン中断リスク/
自然災害リスク/政情不安

カスタマイズ/フレキシビリティ

関税

2020

-

-

+1

+1

-2

+1

-1

+1

-

+1

+1

-2

+19

+1

+1

順位
変化

政府のインセンティブ

熟練労働者のトレーニング/活用可能性

十分に活用されていないキャパシティ

リードタイム/市場投入までの時間

新型コロナウイルスの流行

国内経済への影響

顧客/市場への近接性

サプライチェーン中断リスク/
自然災害リスク/政情不安

インフラ

エコシステムとのシナジー効果

グリーン配慮

製造・エンジニアリングの共同革新 (R&D)

顧客対応力向上

品質/再加工/保証

リーン/その他のビジネスプロセス改善技術

2021

+1

+2

+4

+5

(新規)

-1

-6

+5

-3

-7

+10

+5

-3

+5

+5

順位
変化順位

-

米国における動向

https://reshorenow.org/blog/reshoring-initiative-2021-data-report/
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米国では、連邦政府の他、州・地方・ユーティリティ事業者が中心となりインセンティブを付与
米国におけるインセンティブ提供の取り組み概要: アクターと提供インセンティブの概要

連邦政府もいくつかのビジネスインセン
ティブを提供している

一方、顕著にインセンティブをマネージ
しているのは、州政府機関、地方公
共団体、そしてユーティリティ事業者
(まとめて"経済開発組織"と呼ばれる)

一般的には、経済開発組織が協力
して包括的なインセンティブパッケージ
を形成・提供することが多い

- Select USA

(米国商務省・対米投資促進プログラム)

Investor Guidebook

Source: SelectUSA Investor Guide (米国商務省)

連邦政府

州政府

地方公共団体

• 通常州・管轄区域等が提供するインセンティブと組み合わせて提供
• 支援メニューは多岐にわたる

– 中小企業向け融資、インフラ・経済開発助成金・労働者訓練や雇用
プログラム等

• インセンティブに関する"一般的なパートナー"(common partner)

• 通常、税制優遇措置、裁量的な現金交付、ファイナンス支援という形で支
援が実施されることが多い

• 郡・自治体レベルの権限や裁量は様々
• 通常、自身の能力・権限を活用して、消費税免除、固定資産税減免、税
増分融資、職業訓練への資金提供等が行われる

ユーティリティ事業者

• 近年ユーティリティ事業者は、管轄地域の経済発展のため、特に産業・物
流・データセンター関連の事業にインセンティブを提供するようになっている

• 直接的なインフラ支援の他、エネルギー効率化・再生可能エネルギー・持続
可能性への投資に対するリベート、特定ユーザーに対する電力料金の引き
下げ等を通じて支援が行われる傾向にある

アクター 提供インセンティブの概要

米国における動向

https://www.trade.gov/selectusa-investor-guide
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米国におけるインセンティブは税優遇措置、資金支援、人的開発まで多岐にわたる
米国におけるインセンティブ提供の取り組み概要 : 主要なスキーム

主要なスキーム 概要

1.いずれも低所得者コミュニティへの投資を促進するため、投資家に税制上の優遇措置を提供する制度; 2. 将来見込まれる固定資産税収入を事業の資金調達に活用できる制度
Source: SelectUSA Investor Guide (米国商務省); Opportunity Zones (Internal Revenue Service); New Markets Tax Credit Program | Community Development Financial Institutions Fund (U.S. 
Department of the Treasury, CDFI Fund)

• 法人税は各州や地方自治体によって独自の方法で課税。インセンティブとして実効税の控除、リベート、払い戻しを行う場合があり
• 企業が一定の雇用創出や大規模な設備投資を行うことを条件としていることが多い

• 消費税は州や地域によって、税率・対象により異なる中で、免除が行われる場合あり
• ある主では産業用機械等特定の消費を対象にする場合がある

• 多くの州政府や地方自治体は給与税を通じて雇用に課税。同税負担を軽減するインセンティブが提供される場合あり
• また、これらのプログラムは、業績達成後のインセンティブとして提供される場合もある

• 納税者負担軽減の観点から近年ではポストパフォーマンス型補助金に移行
– 過去はプロジェクト開始時に支給されるケースが多かった

• 優遇条件での融資提供が行われる場合あり

• 地域社会と投資先企業の双方に利益を創出することを目指し設計
• 適格なトレーニング活動に対する払い戻しか、地方での学術機関等でのトレーニングの実施を支援

• インフラに対して各種リソースを活用可
– Community Development Block GrantsやEconomic Development Administration (EDA)等のリソース

法人所得税優遇

消費税優遇措置

所得税の優遇措置

複合的なインセンティブ
(Complex Inventive)

助成金

融資

職業訓練への奨励金

インフラ

ユーティリティ事業者に
よる支援

• 電力会社は通常、企業や州・地方レベルの経済開発機関と直接提携し投資事業を支援
– e.g.) 事業に対する電力料金の割引、エネルギー効率化への投資に対するリベート、再生エネルギーの展開に対するインセン
ティブ付与等

• 活用に当たっては追加のデューデリジェンスが必要となるプログラム。特定地域で適用される"Opportunity Zones1","New Markets 

Tax Credits１"、"Tax increment financing (TIF)2"といった複合的な取り組みが該当

税優遇
措置

人的開発
支援

資金
支援

その他

米国における動向

https://www.trade.gov/selectusa-investor-guide
https://www.irs.gov/credits-deductions/businesses/opportunity-zones
https://www.cdfifund.gov/programs-training/programs/new-markets-tax-credit
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米国では半導体企業に対して連邦政府と州政府のそれぞれでインセンティブを提供
連邦政府及びアイダホ州による半導体企業へのインセンティブ提供の取り組み概要

Source: McKinsey; Jetro; REUTERS; アイダホ州商務省;  BCG分析;

主要なプログラム 概要スキーム

CHIPS Plus Act
連邦政府
による支援

州政府
による支援

税制優遇措置

Idaho 
Semiconductors for 

America Act

税制優遇措置

助成金

職業訓練の奨励
インフラ整備

条件 金額インパクト
• 米国内の半導体製造関連の投
資に対する税額控除

• 資金を受け取ってから10年間、
中国等懸念のある諸外国で
の生産能力拡大を制限

• 受け取った資金を配当や自社
株買いに使うことを禁止し、向
こう５年間の自社株買い計
画の詳細を提示

• 手ごろな料金で利用できる
託児制度の計画提出

• 25%の税額控除
• 10年間で総額240億ド
ル

• 5年間、半導体製造設備の新
設や拡張、また研究開発に資金
援助を予定

• 半導体製造設備の
新設や拡張に
総額390億ドル

• 研究開発に
総額110億ドル

• 5年間、半導体に関する労働力
開発やサプライチェーン強化の取
り組みに対し資金援助を予定

• 27億ドル

• 州内の半導体企業に対し、適
格建設・建築資材の購入にかか
る売上税等の免除を提供

• 政府がCHIPSプラス法ないしはそ
れに準ずる法律を施行することが
条件となっていたが、同法の施行
に伴い実際に支援が開始

• 一定条件を満たした建設工
事・建設資材の購入

• 1ファウンドリ (半導体製
造工場) に対し最大30

億ドル

米国における動向

https://www.mckinsey.com/industries/public-and-social-sector/our-insights/the-chips-and-science-act-heres-whats-in-it
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2022/1efab261c2c27415.html
https://jp.reuters.com/article/usa-chips-awards-idJPL6N3580G4
https://commerce.idaho.gov/incentives-and-financing/incentives/idaho-semiconductors-for-america-act/#:~:text=The%20Idaho%20Semiconductors%20for%20America,and%20is%20codified%20in%20statute.
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アリゾナ州では以前より製造業全体に対しインセンティブを提供、直近半導体企業に対し
更なるテコ入れを実施
アリゾナ州による半導体企業へのインセンティブ提供の取り組み概要 (1/2)

Source: Arizona Commerce Authority HPよりBCG作成;

州政府
による支援

主要なプログラム

Arizona 
Competitiveness 

Package

取組/スキーム

Quality Jobs

（税控除）

Qualified Facility

（税控除）

概要

• 州内で新たな雇用を生み出
した企業に対し、その増やした
雇用分の所得税を一定額控
除する仕組み

• 工場や関連研究開発施設
の立地・拡大を支援する取
組

金額インパクト
• 雇用1件当たり、最大3年間で

$9,000の税控除を提供
• 全体では毎年10,000件の雇用
を認定

• 施策全体で最大年間$125Mの
税控除を実施

• 次のうち最小となる額を1社あた
りで控除

– 該当設備投資額の10%・1
社あたり$30M・設備投資
が$2B未満の場合は新規
従業員あたり$20K、$2B以
上の場合は新規従業員あ
たり$30K

条件
• 都市部の場合 - 最低25件の雇
用純増と、州内への設備投資
（$0.5M~$5M）と適切な賃金
設定（地域の最低自給の1倍
~2倍）が必要

• 地方部の場合 - 最低5件の雇
用純増と、州内への設備投資
（$0.1M~$1M）と適切な賃金
設定（地域の最低自給の1倍
~1.5倍）が必要

• 工場や本社、研究開発施設の
立地・拡張に向け、最低$250K

の設備投資を実施
• 新規雇用を実施し、都市部の
場合はその過半数が州の平均
給与の1.25倍、地方部の場合
は1倍の給与を設定

• 事業の売り上げの65%以上が州
外起点となっている

• 新たな正規雇用者について、健
康保険の最低65%を負担する

米国における動向

https://www.azcommerce.com/
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アリゾナ州では以前より製造業全体に対しインセンティブを提供、直近半導体企業に対し
更なるテコ入れを実施
アリゾナ州による半導体企業へのインセンティブ提供の取り組み概要 (2/2)

Source: Arizona Commerce Authority HPよりBCG作成;

州政府
による支援

主要なプログラム 取組/スキーム 概要 金額インパクト条件

Arizona 
Competitiveness 

Package
（続き）

Additional 

Depreciation

（税控除）

• 固定資産の減価償却を固定
資産税算出の際に前倒しと
することで、税控除を実施

• 1年目は課税対象額を75%減、
2年目は59%減、3年目は43%減、
4年目は27%減、5年目は11%減
とする

• 商用・産業用・農業用の固定資
産が対象

Sales Tax 

Exemptions for

Manufacturing

（免税）

• 製造用の設備販売における
Sales Taxを免除

• 項目ごとに多少差があるが、州
のSales taxは概ね5.6%

• 製造に用いられる機械設備
• 製造業に関連するR&Dに用いら
れる機械設備

New Economy 
Initiative

州立大学への支援

• 州の主要公立大学に対し、
STEM領域の強化を進めるた
めの資金提供を州より実施

• 高度・最先端産業に適した
労働者の輩出と、その結果と
しての州経済の多様化を目
的

• 年間数千万ドルを大学に提供し、
奨学金や設備投資、教員のト
レーニング・採用等で活用

• 具体施策として、STEM系企業と
の連携を目的としたScience 

and Technology Centerの設
立に向け$14Mを投資予定

• Arizona State University, 

Northern Arizona University, 

The University of Arizonaが
対象

（新施策、
詳細未確定）

詳細未確定

• CHIPS Actの制定も踏まえ、
州として半導体産業に
追加支援を実施予定

• $100Mの追加支援を実施予定• N/A

米国における動向

https://www.azcommerce.com/
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州が業界横断で提供しているインセンティブについても半導体企業は享受可能
アイダホ州の州内企業に向けた業界横断的なインセンティブの取り組み一覧

Source: アイダホ商務省;  BCG分析;

主要なプログラム

州政府
による支援

*業界横断的
な施策の一覧

スキーム
Idaho Tax 

Reimbursement 

Incentive program

税制優遇措置

3% Investment Tax 

Credit
税制優遇措置

Data Center Sales Tax 

Exemption
税制優遇措置

Idaho Business 

Advantage
税制優遇措置

Idaho College Savings 

Program Employer Tax 

Credit

税制優遇措置

Property Tax 

Exemption
税制優遇措置

Idaho Opportunity 

Fund
インフラ整備

概要

• フルタイムかつ平均以上の賃
金水準の雇用創出

• 地域社会への貢献 等

• アイダホ州内で使用される機械・建物
に対する税額控除

• 州に新しく建設されるデータセンターの
建設時に用いたサーバー設備及び建
築資材にかかる売上税が控除

• アイダホ州の雇用主は給与所得控
除を受けることが可能

• 施設への設備投資を行う企業に対す
る最大5年間の固定資産税免除

• アイダホ商務局長から州内の地方公
共団体が行うインフラ整備事業に対
し裁量で支援金を授与

条件 金額インパクト

• 償却可能な有形動産 (機械
及び設備) に対する新規投資

• 操業後2年以内に平均水準
以上の雇用創出

• 2.5億ドル以上の資本投資等

• 4万ドル以上/年の雇用を10

以上創出
• 50万ドル以上の投資等

• 州内で大学生を雇用
• プログラムに紐づいた銀行口座
に給与を振込むこと

• 小売業以外の商業/工業施
設設備関連で、土地の取得
を除いて50万ドル以上の投資

• 自治体の人口が5万人以下
• 公共インフラ整備に役立つ事
業であること

• 最大控除率30% (最大
15年)

• 最大控除率3%

• サーバー設備及び建築
資材にかかる売上税を
全額控除

• 所得税控除:事業者あ
たり最大75万ドル

• 売上税等:25%還付

• 給与所得控除20%

• 従業員1人当たり最大
500ドル

• 州議会が定める上限金
額まで

• 2.5～5万人:50万ドル
• 1～2.5万人:35万ドル
• ～1万人:5万ドル

• アイダホ州の企業に対して最大15年
間、所得税・給与税・売上税から税
額控除

• 新規設備投資の所得税控除引上げ
• 不動産の売上税/使用税支払額の
還付 等

米国における動向

https://commerce.idaho.gov/incentives-and-financing/incentives/
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蓄電池企業に対しては連邦政府による横断的なインセンティブ提供の取り組みが存在
連邦政府による蓄電池企業へのインセンティブ提供の取り組み概要

主要なプログラム

• 気候変動対策に関する包括的な法
律として2022年8月に成立したIRA 

(インフラ抑制法) の一環としての施策
• 太陽光発電設備を購入する米国企
業、民間家庭、発電事業者に対して
設備導入にかかった投資額の一定割
合の税額を控除

ITC 
(Solar Investment 

Tax Credit)

連邦政府
による支援

スキーム

税制優遇措置

Bipartisan 
Infrastructure Act

National Blueprint 
for Lithium 

Batteries 2021-2030

Source: 日経XTECH; CNBC; Jetro; 経済産業省資料 (44頁); FCAB;  BCG分析;

• 再生可能エネルギー関連設備
投資を行うこと

助成金

職業訓練の奨励

概要 条件 金額インパクト
• IRA全体で、10年間で

4,330億ドル
• うち3,600億ドルが気候
変動対策費

• 米国内における電気自動車 (EV) 用
バッテリーのサプライチェーン構築に
向けた助成金プログラム

• 法律に基づく助成金が米国エネルギ
ー省を通じ12州の企業に分配

• 2030年までにEV販売割合を全車両
の50％以上にするという大統領が掲
げるEV化目標の早期達成を促進

• リチウム、グラファイトやニッケルと
いったバッテリー原料の製造に
関わる企業であること

• 総額31.6億ドル

• 科学的なR&D、STEM教育及び労働
力開発の強力をサポートすることによ
る、米国のバッテリー技術のリーダー
シップを維持・推進する取り組み

• 米国エネルギー省参加のコンソーシア
ムであるFCAB (Federal 

Consortium for Advanced 

Batteries)  が主導

• N/A • N/A

米国における動向

https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/00001/07135/
https://www.cnbc.com/2022/10/19/biden-administration-awards-2point8-billion-in-grants-for-electric-vehicle-battery-manufacturing.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/05/a1d0a88bc7e98298.html
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/conference/battery_strategy/0002/03.pdf
https://www.energy.gov/sites/default/files/2021-06/FCAB%20National%20Blueprint%20Lithium%20Batteries%200621_0.pdf
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蓄電池企業に対しては各州が個別企業を誘致するためのインセンティブを用意
各州による企業・消費者への蓄電池関連のインセンティブ提供の取り組み例

各州のインセンティブ事例

Source: 日経XTECH; 東洋経済; 日経XTECH; Kansas Reflector; Jetro;  BCG分析;

スキーム 概要 条件 金額インパクト

国軒高科の誘致
(2022年10月)

ミシガン州

パナソニックエナジーの
誘致(2022年7月)

カンザス州

リビアン/現代自動車
の誘致(2021年12月

/2022年5月)

ジョージア
州

ビンファストの誘致
(2022年3月)

ノースカロ
ライナ州

フォード/SK合弁工場
の誘致

(2021年9月)
テネシー州

税制優遇措置
助成金

• 中国車載電池大手の国軒高科が
23.6億ドルで材料工場を建設

• 州は補助金と税制優遇措置を提供

• N/A • 1億7,500万ドル

助成金

• パナソニックエナジーがカンザス州の投
資誘致補助金 (APEX) に応募し、
40億ドル規模の工場を建設

• APEXへの応募が承認されるこ
と (承認条件は法案には明記
されていない) 

• 8億2,900万ドル

• 州政府&地元経済開発局がリビアン
と現代自動車の2社を誘致

• 税控除や従業員教育プログラムを提
供し、インフラも整備

• N/A • リビアンに総額15億ドル
相当のインセンティブ

• 現代自動車は18億ドル
相当のインセンティブ

助成金
人的開発支援
インフラ整備

• 32年間にわたって支払われる3.2億ド
ルの雇用開発投資補助金 (JDIG)

• インフラ整備や人材育成プログラムの
提供

• N/A • 12億ドル

助成金
人的開発支援
インフラ整備

• フォードとSKの合弁工場の誘致にあ
たって補助金やインフラ整備、専門学
校の設立等を含むインセンティブを提
供

• N/A • 8億8,400万ドル

税制優遇措置
人的開発支援
インフラ整備

米国における動向

https://xtech.nikkei.com/dm/atcl/column/15/286991/051000048/
https://toyokeizai.net/articles/-/625955
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/news/18/13295/
https://kansasreflector.com/2022/07/13/kansas-wins-panasonic-competition-for-worlds-largest-vehicle-battery-manufacturing-plant/
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/special/2022/1001/f978382296ab4828.html
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バイオ企業に対しては連邦政府・州政府・地方公共団体がインセンティブを提供
メリーランド州におけるバイオ企業へのインセンティブ提供の取り組み概要

概要主要なプログラム 条件

• ビジネスに関連し、研究や実験
を要する研究開発費であること

• 自然科学やエンジニアリングに
基づいた研究開発であること

• 開発された成果物がビジネスの
ために利用されること

• 不確実性を可能な限り排除し
た合理的実験設計であること

R&D Tax Credit 
(Credit for 

Increasing Research 
Activities)

連邦政府
による支援

※産業横断
的な施策

スキーム

税制優遇措置

州政府
による支援

地方公共
団体

による支援

※産業横断
的な施策

Maryland BIITC
(Biotechnology 

Investment 
Incentive tax 

Credit)

High Performance 
Building Property 

Tax Credit

Source: BOAST; 米国内国歳入庁; University of Maryland; メリーランド州商務省; biobuzz;  BCG分析;

• R&D Tax Creditは内国歳入
法第41条に基づく米国連邦政
府の一般的な事業税額控除

• 米国内の要件を満たすバイオテ
クノロジー企業は、最大5年間
に渡り、1年当たり最大25万ド
ルの給与税控除を受取可能

• メリーランド州のバイオテックスタ
ートアップに投資すること

• 投資額が2.5万ドルを超えてい
ること

• 投資先がメリーランド州により
適格と認められた企業である
こと

税制優遇措置

• 投資家に対し、投資額の50%に
相当する所得税控除あるいは
還付を約束

• 郡内の商業用ビルの建設プロ
ジェクトであること

• LEED認証や建築基準法のエネ
ルギー効率基準を達成した
建設プロジェクトであること

税制優遇措置

• メリーランド州モンゴメリー郡にお
いて、一般不動産税と特別
サービス地域税の10％が免除

• LEED認証でより高い基準に合
格すればボーナスで税額控除を
受けることが可能

金額インパクト
• 不明

• 1人または1事業者あたり
最大50万ドル

• 一般郡不動産税と特別
サービス地域税の10％
以上が免除

米国における動向

https://boast.ai/blog/rd/us-rd-tax-credits-for-biotech-companies-the-life-sciences-industry/
https://www.irs.gov/businesses/audit-techniques-guide-credit-for-increasing-research-activities-i-e-research-tax-credit-irc-41-qualified-research-activities
https://www.umbiopark.com/biopark/financial-incentives#:~:text=Maryland%20Biotechnology%20Tax%20Credit&text=The%20program%20provides%20investors%20with,commit%20a%20minimum%20of%20%2425%2C000.
https://commerce.maryland.gov/fund/programs-for-businesses/bio-tax-credit
https://biobuzz.io/crb-encourages-life-sciences-companies-to-take-advantage-of-sustainability-incentives/
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製造業 金融・保険業情報・通信業 卸売・小売

業、自動

車・オートバ

イの修理業

鉱業・採石業 管理および

サポートサー

ビス業務

建設業農業、林

業、漁業

運送業、倉

庫業

専門、科学、

技術活動

1. Eurofound (EUの機関・欧州生活労働条件改善財団) とイタリアの大学群による共同プロジェクト
Source: Eurofound (2019), Reshoring in Europe: Overview 2015–2018, Publications Ofice of the European Union, Luxembourg. ; BCG分析

2014-2018のEU域内回帰の動きは製造業が中心
EU・EFTA(欧州自由貿易連合)への域内回帰件数 (2014-18年, 産業別, European Reshoring Monitor1)

欧州における動向

https://www.eurofound.europa.eu/sites/default/files/ef_publication/field_ef_document/fomeef18010en.pdf
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1
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5

2

5

3

7

2

2

4

9

8

6

8

5

4

1

2

6

1

1

2018

衣服製造業

食料品製造業

金属製品製造業（機械器具を除く）

他に分類されない機械器具製造業 (汎用・特殊機械)1

自動車、トレーラ及びセミトレーラ製造業

コンピュータ、電子製品、光学製品製造業

電気機器製造業

13

その他の輸送用機械器具製造業

2017201620152014

29

24

20

19

17

17

12

1. 原文は"C28 – Manufacture of machinery and equipment n.e.c. "。NACE の定義に基づき補足
Source: Eurofound (2019), Reshoring in Europe: Overview 2015–2018, Publications Office of the European Union, Luxembourg.; 28 - Manufacture of machinery and equipment n.e.c. (NACE 
CODES) ; BCG分析

EUの域内回帰は衣服、食料品、機械器具、コンピューター、電子機器業界で顕著
EU・EFTA(欧州自由貿易連合)の域内回帰件数 (2014-18年累計・業種別,10件以上ケースがある業界のみ選定)

欧州における動向

https://www.eurofound.europa.eu/sites/default/files/ef_publication/field_ef_document/fomeef18010en.pdf
https://nacev2.com/en/activity/manufacture-of-machinery-and-equipment-n.e.c.
https://www.eurofound.europa.eu/sites/default/files/ef_publication/field_ef_document/fomeef18010en.pdf
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10

2

7

14 9

オフショア生産の質の低さ 48

226企業のグローバルな組織再編

人件費の差の縮小

デリバリータイム

6

2016

顧客との近接性

生産工程の自動化

調達コストの変化

自国でのノウハウ

製品の柔軟性

"Made in"効果

8

製品/プロセス・イノベーションに基づく戦略の実施

未活用の生産能力

6

1

物流コスト

2

母国への忠誠心

経済危機

顧客サービスの向上

4移転に対する政府の支援

サプライヤーへの近接性

1

1品質管理

2018201720152014
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7

4181510

17138
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11186

111111
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6568
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93

16728
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7

6

5

2

26

6

47 15

26

533

1621

5

30

2

61

55

51

43

40

28

24

19

18

17

13

11

107

Source: Eurofound (2019), Reshoring in Europe: Overview 2015–2018, Publications Office of the European Union, Luxembourg.; BCG分析

EUの域内回帰の主要な理由として挙げられるのはグローバル体制の再編、デリバリータイム、
生産の自動化、オフショア生産の質の低さ、そして顧客との近接性
EU・EFTA(欧州自由貿易連合)への域内回帰の理由として各項目が引用された回数 (2014-18年)

欧州における動向

https://www.eurofound.europa.eu/sites/default/files/ef_publication/field_ef_document/fomeef18010en.pdf
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EUの域内回帰の主要な理由は業種により理由にばらつきあり
EU・EFTA(欧州自由貿易連合)への域内回帰理由の各主要項目につき、特に引用回数が多かった業種(2014-2018)

• 電気機器製造業(7件)
• 食料品製造業(6 件)
• コンピュータ、電子製品、光学製品製造業(6 件)
• 自動車、トレーラ及びセミトレーラ製造業 (4 件)
• その他製造業(4 件)

• 衣服製造業 (10 件)
• 他に分類されない機械器具製造業 (汎用・特殊機械1)(9 件)
• 電気機器製造業(6 件)
• その他の輸送用機械器具製造業 (6 件)

• その他の輸送用機械器具製造業 (8 件)
• 家具製造業(5 件)
• 衣服製造業 (4 件)
• 電気機器製造業(4 件)

• コンピュータ、電子製品、光学製品製造業(7 件)
• 他に分類されない機械器具製造業 (汎用・特殊機械1)(7 件)
• 食料品製造業(5 件)
• 金属製品製造業(機械器具を除く。) (5 件)
• 家具製造業(5 件)

• 衣服製造業 (16 件)
• 皮革及び関連製品製造業(5 件)

• 衣服製造業 (7 件)
• 他に分類されない機械器具製造業 (汎用・特殊機械1) (6 件)
• 食料品製造業(5 件)
• その他の輸送用機械器具製造業(4 件)

企業のグローバル再編

デリバリータイム

顧客との近接性

生産工程の自動化

"Made in" 効果

オフショア生産の質の悪さ

域内回帰の主要理由 特に回答が多かった業種(件数)

1. 原文は"C28 – Manufacture of machinery and equipment n.e.c. "。NACE の定義に基づき補足
Source: Eurofound (2019), Reshoring in Europe: Overview 2015–2018, Publications Office of the European Union, Luxembourg.; 28 - Manufacture of 
machinery and equipment n.e.c. (NACE CODES)

欧州における動向

https://www.eurofound.europa.eu/sites/default/files/ef_publication/field_ef_document/fomeef18010en.pdf
https://nacev2.com/en/activity/manufacture-of-machinery-and-equipment-n.e.c.
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